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道路利用者等の生産性向上のため、道路空間に関わる行政手続きの効
率化・即時処理を実現。

特殊車両の新たな通行制度（即時処理）を令和４年４月１日から実用
化。道路占用許可や特定車両停留施設の停留許可手続きについても、
デジタル化・スマート化を推進。

概要

1-1 物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度等

物流生産性の
向上のための
特殊車両の
新たな通行制
度等

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 ETC2.0を搭載した車両の特殊車両通行
確認のオンライン申請・即時処理開始
（令和4年4月～）

新システムの高度化による利便性向上
道路構造等の電子データ化による適用路
線拡大

 道路占用許可や
特定車両停留施
設の停留許可の
オンライン申
請・許可取得等
開始

（管理者）
 デジタル化による行政
手続きの効率化
（令和4年度～）

デジタル化の推
進による新たな
特殊車両通行制
度の導入により、
特殊車両通行手
続きの効率化、
迅速化を図り物
流生産性を向上

デジタル化の推
進により、道路
利用に係る行政
手続きの迅速化
を、社会経済活
動の生産性を向
上

 特殊車両の新たな通
行制度（即時処理）
を実用化

 新システムの開発

 同左（継続）
 新システムの高度化
 道路構造等の情報の

電子データ化

 同左（継続）
 システム設計、構

築、改修、運用開
始

 同左（継続）
 新システムの運用開

始
 新システムの高度化
 道路構造等の情報の

電子データ化

 道路占用許可や特定
車両停留施設の停留
許可手続きのデジタ
ル化・スマート化

 オンライン申請シス
テムの改修・開発

Before After
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▲取締回数と取締１回当たりの違反件数（4月～5
月）

▲取締基地における取締り（現地および人手で実施）

▲許可件数推移（4月～5月）

▲自動重量計測装置 ▲ETC2.0

重量を遠隔
で確認

通行可能経路
を表示可能に

連
携 経路を遠隔で確認

連
携

▲審査日数の推移（現在も1か月程度必
要）

特殊車両の通行許可手続きには約１か月程度必要 新システムの構築により、即時処理を実現

出発地出発地

目的地

通行可

条件付通行可

R2R元
0

10

20

30

40

50

60

（年度）

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

平
均
審
査
日
数
（
日
）

直近23.5日
（R3.9）

最大55.6日
（H30.1）

R3

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

河川の利用等
に関する手続
きのデジタル
化による国民
の利便性向上

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

1-2 河川の利用等に関する手続きのデジタル化による国民の利便性向上

河川の利用等に
関する手続きの
デジタル化を促
進することで、
移動コストの削
減や書類作成の
負荷を軽減する
などし、国民の
利便性を向上

 オンライン申請シス
テムの利用促進

 オンライン申請シス
テムの改良、利便性
の向上

 既存のオンラインプ
ラットフォームを活
用し、国管理河川に
おけるオンライン申
請システムの運用開
始
（令和4年度末まで
に開始予定）

 電子メールによる申
請受付を開始

 電子メールによる
申請が可能
（令和3年度～）
※河川の流水の占
用、河川区域内の
土地の占用、土石
等の採取、工作物
の新築等

 国管理河川におい
てオンライン申請
システムによる申
請が可能
（令和４年度末ま
でに開始予定）

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【１ケタ】
(受付時間)

 オンライン申請シ
ステムの改良、利
用促進による更な
る利便性の向上

河川利用者のニーズに合った行政サービスを実現するため、河川の流水
の占用、河川区域内の土地の占用、土石等の採取、工作物の新築等、
河川の利用等に関わる一連の行政手続きをオンライン上で一元的に処理。

概要

書面による申請手続き
（河川の流水の占用、河川区域内の土地の占用、
土石等の採取、工作物の新築等）

• 河川事務所、出張所まで出向く必要
• 申請可能時間は勤務時間内に限定

申請手続きのデジタル化により、
河川の利用等に関する手続きの利便性向上
• 河川事務所、出張所へ申請に出向く手間を削減
• 24時間365日申請可能
• 申請から許可取得までの一連の行政手続きを
オンライン上で一元的に処理
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申
請
書 年間約25,000件の手続きを処理

Before After
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

サイバーポー
ト（港湾イン
フラ）の構築
による港湾物
流の効率化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

民間事業者・港
湾管理者におけ
る手続の効率
化・非接触化、
国・港湾管理者
による適切なア
セットマネジメ
ントの実現

 システムの設計・構
築

 港湾物流・港湾イ
ンフラ・港湾管理
分野一体での運用
体制の確立

 同左（継続）
 データの一元管理･

連携
 効率的なアセット

マネジメントの実
現

 システムのテスト、
稼働、機能・対象港
湾の拡大、社会実装
への移行

 他システムとのデー
タ連携

（令和4年度下期～）

（港湾管理者）
 港湾物流手続き、施設利用手続き（申請・
許可）の電子化による業務時間の削減

 港湾物流手続き、施設利用手続き（申請・
許可）の電子化（オンライン化）による手
続きの待ち時間短縮

（国、港湾管理者）
 効率的なアセットマ
ネジメント実現等に
よる維持管理業務の
生産性向上

1-3 サイバーポート（港湾インフラ）の構築による港湾物流の効率化

Before After

紙などによる手続、データ管理
• 紙による手続ではデータの再入力や書類作成の作業が発生
• 情報ソース間での重複・不整合が存在

手続・データを電子化
• 手続の効率化、遠隔・非接触による業務を推進
• データの一元化と連携により各分野の情報を活用し、効率的な
アセットマネジメントを実現

港湾台帳

断面図

サイバーポート検討WG（港湾管理分野）、（港湾インフラ分野）
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000073.html

港湾物流・施設利用等の各種手続、港湾施設の情報等を電子化するこ
とにより、業務の効率化、遠隔・非接触化を推進する。

各種データを相互に連携することにより、港湾全体の適切なアセット
マネジメントを実現。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

高速道路等の
利便性向上

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

1-4 高速道路等の利便性向上

高速道路やその
他多様な分野に
おけるETC等に
よるキャッシュ
レス化、タッチ
レス化の早期実
現による暮らし
のサービス向上

 同左
 導入料金所の拡大

 同左
 運用準備・開始

 同左
 取組拡大

 ETC専用化
 導入準備・開始

 マイナンバーカード
活用による割引手続
き効率化

 運用準備

 ETCによるタッチレ
ス決済

 取組拡大

 同左
 都市部概成
（令和７年度）

 同左
 運用状況確認
 取組の拡大検討

 同左
 取組拡大

料金所における渋滞の解消、感染リスクの軽減

 マイナンバーカードによる割引手続き
のオンライン申請・許可取得開始
（令和4年度～）

 ETCを活用したタッチレス決済可能施設・
店舗の拡大

高速道路のETC専用化等による料金所のキャッシュレス化・タッチレ
ス化を計画的に推進。

高速道路内外の各種支払い等へのETCの活用による利便性向上を推進。

概要

Before After

令和3年4月より鈴鹿PA（上り）のドライブスルー
店舗「ピットストップSUZUKA」でETC多目的利用
サービスを実施

平成29年７月より民間駐車場での実証実験を実施
（東京、大阪、名古屋、静岡 全６箇所）

駐車場 ドライブスルー

料金収受員による料金収受

＜多様な分野へのETC活用の例＞

ＥＴＣ専用化等

ETCによるタッチレス決済の普及

マイナンバーカードを活用した割引手続の効率化地方公共団体での確認手続が必要な割引手続

ＥＴＣ専用化等による料金所のキャッシュレス化・タッチレス化について

～都市部は５年、地方部は１０年程度での概成に向けたロードマップの策定～
https://www.mlit.go.jp/report/press/road01_hh_001391.html
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建設業許可等
申請手続の電
子化による行
政手続きの効
率化

 建設業許可・経営事
項審査申請手続の電
子化

 電子申請システムの
試行

 同左
 電子申請システムの

運用開始
（令和5年1月～）

 課題整理・逐次改善

 建設関連業者登録申
請手続の電子化

 新システムの運用開
始（令和4年夏頃）

 課題整理･逐次改善

 建設業許可・経営事
項審査申請手続の電
子化

 電子申請システムの
構築

 運営協議会の開催

 建設関連業者登録申
請手続の電子化

 建設関連業者登録シ
ステムの更改

 建設業許可・経営事
項審査申請手続の電
子化

 電子申請システムの
運用（継続）

 課題整理･逐次改善

 建設関連業者登録申
請手続の電子化

 新システムの運用
（継続）

 課題整理･逐次改善

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

1-5 建設業許可等申請手続きの電子化による行政手続きの効率化

建設業許可・経
営事項審査、建
設関連業者登録
における申請書
類の簡素化、ワ
ンスオンリーの
徹底等を行い、
行政手続コスト
の更なる削減を
実現

 建設業許可、経営事
項審査の電子申請が
開始
（令和5年1月～）

 建設関連業者登録
の電子申請が開始
（令和4年夏頃～）

（申請者・許可行政庁）
 電子申請システム運用
による行政手続きコス
トの削減

Before After

〇建設業許可等の申請・確認書類は、数が多く申請者・許
可行政庁双方にとって負担が大きい状況。

〇建設業者の規模によっても異なるが、段ボール数箱分とな
ることもある。

資本金140億円、従業員3,000人程度
のゼネコンの経営事項審査申請・確認書

類（赤枠３箱で１社分）

審査終了後の書類の一部

国税庁
システム

法務省
システム

許可・経審
システム

バックヤード連携による確認で
添付書類を不要化

・過去の申請内容の自動入力
・エラー表示機能 等

 建設業許可・経営事項審査について、令和５年１月に電子申請システムの運用を開
始。

 建設関連業者登録について、現行のシステムを更改し、令和４年度中に電子申請を
開始。

 他機関のシステムとのバックヤード連携や、既に提出した情報のプレプリント機能、
エラー表示機能等を実装し、申請手続・審査の負担軽減を最大限実現。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

水害等リスク
情報のわかり
やすい
３次元表示の
推進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-1 水害等リスク情報のわかりやすい3次元表示の推進

水害リスク情報を3
次元で
「わかりやすく」
「手軽に」
「広く」
提供し、より、リア
ルに認識できるリス
ク情報提供の実現

 3D都市モデルの整備
及び防災政策への活用
の全国展開

 地理院地図の3D表現
の動向を踏まえたリス
ク情報表示手法に関す
る検討

 三次元した災害リスク
情報のオープンデータ
化（3D都市モデルと
併せて３D災害リスク
情報をオープンデータ
化。県管理河川や中小
河川のリスク情報公
開）

 3D都市モデル
（PLATEAU）と三次元
災害リスク情報を整備

各項目の取組を継続し
て推進

 AR技術を活用する防災アプリ等（民間・自治体開発）により、
「広く」３D浸水リスクとして閲覧・活用可能（令和3年度～）

 中小河川等様々なリスク情報についても広く活用が
可能（令和4年度～）

 重ねるハザードマッ
プ３D表示

 「手軽に」、３Dの地形情報（地理院地図）と重合せて浸水想定区域図
の確認が可能となり、リスク情報を順次拡大（令和3年度～）

 災害リスク情報の
オープンデータ化

 PLATEAU

 重ねるハザードマップ３D

 オープンデータ

【凡例】

 ３D都市モデルと３D災害リスク情報を用いた防災WSやマイタイムライ
ン作成の普及により、災害リスクを「わかりやすく」把握

 三次元的解析に基づく精緻な災害リスク分析やこれに基づく防災計画・
避難経路検討の普及により、地域の防災力を向上

 ３D都市モデルと３D災害リスク情報を
セットとしたオープンデータをさらに全国に 拡大

（令和4年度～）

主に印刷物のハザードマップで示す水害リスク情報について、３次元
表示手法の検討や民間企業等との幅広い連携等、様々な手段によるわ
かりやすいリスク情報提供を促進する。

概要

主に印刷物による２次元でのリスク情報提供
• ハザードマップは地図上にリスク情報を示しており、
想定浸水深等のイメージが十分伝わりにくい

① ３D都市モデル（PLATEAU/ﾌﾟﾗﾄｰ）との連携によるリスク情報提供
② 地理院地図３D表現動向を踏まえたリスク情報表示手法の検討
③ オープンデータ化による民間サイト等でのリスク情報提供推進

PLATEAUの３D都市モデルと
連携した３D浸水リスク表示
（例：荒川下流河川事務所）

洪水浸水想定区域図 ハザードマップ（印刷物・
PDF）

水局・都市局が連携し、3D都市モデルの整備と併せて
浸水想定区域図等の三次元データ化を促進。

三次元情報を基に都市の災
害リスクを分析。防災政策へ
活用。（例：茅野市）

G空間情報センターや国土数値情報等で
災害リスク情報を公開（オープンデータ化）

オープン
データ
加速化

Before After

GIS

■荒川３Ｄ洪水浸水想定区域図（下流域） ～３Ｄ洪水ハザードマップ～
https://www.ktr.mlit.go.jp/arage/arage01043.html

うちGIS

https://experience.arcgis.com/experience/a14b9a7cee8943889babc2096f5a5fe7/
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洪水予測の高
度化による災
害対応や避難
行動等の支援

 国の洪水予報で予測
情報の更なる活用開
始（氾濫危険情報）

 一級水系の主要河川
で3日程度先までの予
測モデルの構築

 全ての一級水系で国
が中心となり本川・
支川が一体となった
洪水予測モデルの構
築

 同左（継続）

 国の洪水予報で６時
間先までの水位予測
情報を提供

 二級水系での活用を
想定した中小河川洪
水予測モデルの開発

 同左（継続）
 長時間予測の災害対

応や避難への活用

 同左（継続）
 洪水予測の更なる精

度向上の実現

 水位予測情報の提供
可能な河川の拡大

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-2 洪水予測の高度化による災害対応や避難行動等の支援

洪水予測の高度
化により、河川
の増水・氾濫の
際の災害対応や
避難行動等を支
援

（自治体・住民等）
 より広い地域で災害

対応や避難等に洪水
の予測情報が活用可
能
（令和7年度～）

 大規模な広域避難が
必要となるゼロメー
トル地帯等の避難判
断の参考情報の充実
（令和6年度～）

（自治体・住民等）
 6時間先の予測情報の

提供により、高齢者
等避難の判断を支援

（自治体・住民等）
 氾濫危険情報の遅れ

を防止し、避難指示
の発令の判断を支援
（令和4年度～）

 危険度分布の一体的
配信により分かりや
すい情報を提供
（令和4年度～）

 令和３年出水期から、国管理の洪水予報河川すべてで、洪水予報の発表の際に６時
間先までの水位予測情報の提供を開始。

 一級水系では、国が中心となり本川・支川が一体となった洪水予測による精度向上
や、これに伴う新たな支川等の予測情報の提供に取り組むとともに、主要な河川に
おいて、３日程度先までの幅をもった水位予測情報を提供に向けて取り組むことで、
河川の増水・氾濫の際の災害対応や住民避難を促進。

概要

洪水予報では、3時間先まで
の水位予測情報を提供

国管理の洪水予報河川では、
洪水予報の発表の際に、３時
間先までの水位予測情報を提

供しているところ。

令和３年の出水期から、すべての国
管理の洪水予報河川で、水位予測に観
測水位を同化させ精度の向上を図った
予測モデルに基づき、６時間先までの
水位予測情報を提供。

洪水予報で6時間先までの
水位予測情報を提供

数日先の氾濫の可能性の提供
（長時間先の水位予測）

現在、６時間先まで提供している水位予
測情報について、不確実性の高い長時間
先の水位予測を複数のケースにより幅を
もって示すことで、３日程度先までの氾濫の
可能性の情報を提供し、防災対応の準備
のほか、特にリードタイムが必要となる広域
避難等の判断を支援。

６時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）３時間先までの水位予測情報の提供（イメージ）

実績 予測
氾濫危険水位

実績 予測

氾濫危険水位超過をより早期に察知

氾濫危険水位

幅をもって氾濫の
可能性を予測

現在

６時間先 数日先

本川・支川が一体となった
洪水予測情報の提供
一級水系では国が中心となり、本川・支川が

一体となった洪水予測を行うことで、予測精度
の向上のほか、新たに支川等の予測情報を提供
することで防災対応や避難を支援。

３時間後までの予測では、氾濫危険水
位の超過が見通せないケース。

実装済

本支川一体で予測

氾濫警戒情報【警戒レベル３相当】の発表を早めることで、
高齢者等の避難のリードタイムをさらに確保！

Before After
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

情報集約の高
度化により災
害対応の迅速
化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-3 情報集約の高度化による災害対応の迅速化

 浸水や土砂災
害等発生時に
おける情報集
約の迅速化に
よる、被害の
より深刻な地
域への迅速な
支援

 被害・対応状況を
より迅速に把握す
る技術の開発

 ヘリ映像自動解析
技術の試験運用開
始

 情報集約のリアル
タイム化技術の開
発

 ヘリ映像自動解析
技術の開発

 被害・対応状況を
より迅速に把握す
る技術の開発・運
用開始

 同左（継続）
 AIによる自動解析

でリアルタイムに
推定

（管理者）
 被害・対応状況の迅速な

把握、TEC-FORCEな ど
国交省の人的・物的資源
の最適配置の検討を支援

 浸水範囲等の迅速な把握

 人的・物的資源の最適
配置による二次災害の
防止及び復旧・復興段
階への早期移行

防災ヘリの映像等から、浸水範囲・土砂崩壊部をリアルタイムで解析
し、被害全容を迅速に把握

被害・対応状況を迅速に集約し、人的・物的資源の最適配置の検討を
支援

概要

広範な
災害情報
（被災・対
応状況）

整備局等、
事務所・出張所

官
邸
・関
係
省
庁

・国
民
等

本

省

T
E

C
-F

O
R

C
E

随
時

活用

追加 活用

追加

活
用

追
加

随時随時

随
時

最適配置
等につい
て調整

最適配置等に
ついて調整

阿武隈川→

整
備
局
等
、

事
務
所
・出
張
所

本

省

官
邸
・関
係
省
庁

・国
民
等

TEC-

FORCE

１日１回報告

職員による手作業で情報集約ヘリ映像から浸水範囲
等を職員が読み取り

ヘリ映像

・被害全容を迅速に把握
することができない

浸水範囲や土砂崩壊部
の位置を推定するには、
土地勘やランドマーク等
の知識が必要

・情報集約に時間を要し、時々刻々と変
化する状況には対応できない

デジタル技術による情報集約の迅速化浸水範囲等の自動解析

浸水エリ
ア土砂災害発生箇
所被災施設

AIによる
自動解析
で、リアル
タイムに
推定

・被害全容を迅速に把握可能

・被害・対応状況を迅速に把握し、
TEC-FORCEなど国交省の人的・物的
資源を最適配置することが可能

※イメージ図

１
日
数
回
報
告

１
日
数
回
報
告

※イメージ図

Before After
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河川、砂防、
海岸分野にお
ける防災情報
等の高度化

 同左（継続）
 情報網の整備完了

（令和7年度）

 同左（継続）
 小規模河川の浸水

想定区域図を作成
し、水害リスク情
報空白域を解消

 同左（継続）
 内水氾濫も考慮し

た水害リスクマッ
プの整備完了

 同左（継続）
 ２級水系における

整備を推進

 同左（継続）
 小規模河川の浸水

想定区域図の作成
を促進

 水害リスク情報の
充実

 水害リスクマップ
（浸水頻度図）の
整備を推進

 河川管理者と利水
ダム管理者との間
の情報網整備を推
進

 １級水系における
整備を推進

 防護対象を有する
小規模河川におけ
る水害リスク情報
を把握・公表

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-4 河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化

 利水ダムの貯
水位データ等
の一元的な共
有による効果
的な事前放流
の実施

 水害リスク情
報の充実等に
よる住民の円
滑かつ迅速な
避難行動の確
保等

 水害リスク情
報の充実によ
る防災・減災
のための土地
利用等の促進

 治水等多目的ダムに
加え、利水ダムの貯
水位等を住民がリア
ルタイムで確認し、
防災行動に役立てる
ことが可能

 防災情報の高度化による地域の安全性向上
（令和3年度～）

 小規模河川の水害リ
スク情報の提供によ
り、適切な避難行動
の確保が可能（令和4
年度～）

 リスクマップの整備
により、防災・減災
のための土地利用等
が可能
（令和4年度～）

 内水氾濫も考慮した
リスクマップの整備
により、防災・減災
のための土地利用等
が可能
（令和5年度～）

 水系におけるより効果的な事前放流を可能とするため、１級水系および２級水系の
利水ダムについて、河川管理者とダム管理者との間の情報網整備を推進。

 小規模河川における水害リスク情報を明らかにすることで、住民の適切な避難行動
を確保。

 水害リスクマップ（浸水頻度図）の整備により、防災・減災のための土地利用等を
促進。

概要

阿武隈川水系阿武隈川洪水浸水想定区域図

利水ダムのネットワーク化

小規模河川における水害リスク情報の充実

これまで把握されていな
かった小規模河川の水害
リスク情報空白域を解消し、
住民の適切な避難行動が
確保される

利水ダムの情報共有体制

小規模河川における水害リスク情報

利水ダム

利水ダム

利水ダム

×
×

×

洪水予報河川や水
位周知河川以外の
河川の氾濫により
浸水被害が発生し
ているエリア

凡例
×：人的被害箇所

利水ダムのリアルタイムの貯水
位や放流量等の情報を河川管
理者が把握することや一元化し
て関係者に共有することができ
ていない。

令和元年東日本台風では、浸
水想定区域図の作成が義務付
けられていない小規模河川の
氾濫により浸水被害が発生。
水害リスク情報の空白域がある
ことで住民が正しくリスクを認識
できない恐れがある。

より効果的な事前放流の実施や、
住民がリアルタイムの情報を確認
し、防災行動に役立てることが可
能。

Before After

河川管理者とダム管理者との情報網整備
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/5kane

nkasokuka/pdf/kakutaisaku5.pdf

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/5kanenkasokuka/pdf/kakutaisaku5.pdf


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

官民連携によ
る流域の浸水
状況把握・解
消

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-5 官民連携による流域の浸水状況把握・解消

 小型、長寿命かつ
低コストな浸水セ
ンサを、国や自治
体、民間企業が連
携し、地域に多数
設置することで、
被害状況の把握と
発災後の迅速な対
応を実現

 実証実験・検証と
りまとめ、社会実
装

 モデル自治体におい
て、浸水センサ・マ
スプロダクツ型排水
ポンプを用いた実証
実験

 浸水センサ・マスプ
ロダクツ型排水ポン
プによる実証実験に
向けた検討を開始

 流域全体の網羅的な浸
水状況の履歴データの
活用による被害の確認
や、保険金の受け取り
の迅速化

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【２ケタ】
(機器コスト)

 コストやリダンダ
ンシーに優れたマ
スプロダクツ型排
水ポンプを設置し、
浸水被害を早期に
解消

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【1ケタ】
(整備コスト)

 リアルタイムに浸水情
報を把握し、道路の通
行止め、浸水解消のた
めのマスプロダクツ型
ポンプの整備運用やポ
ンプ車の効率配備など、
迅速な災害対応を実現

小型、長寿命かつ低コストな浸水センサを、国や自治体、民間企業が
連携し、地域に多数設置することで、被害状況の把握と発災後の迅速
な対応を可能とし、リダンダンシー、コストに優れたマスプロダクツ
型排水ポンプの設置により早期の浸水解消を可能とする。

概要

・悪天候時、夜間時にはヘリコプターによる調査ができず、広域な浸
水域把握ができない。

・専門の技術者が現地に向かい調査を行うため、多数の人材の確保が
必要であり、迅速な調査ができない。

・また、排水ポンプによる早期の浸水解消が求められるもののポンプ
設備は高価であり、故障時の対応に時間を要する。

天候回復後の昼間にヘリによる調査 技術者が洪水痕跡を現地で調査

・天候や昼夜によらず、浸水域をリアルタイムに把握し、速やかな道路
の通行止めや、浸水解消のためのポンプ車の効率的な配置など、迅速
な災害対応を実現。

・流域全体の網羅的な浸水状況の履歴データの活用により、罹災証明発
行の簡素化・迅速化や、速やかな保険金の受け取りを目指す。

・リダンダンシー、コストに優れたマスプロダクツ型排水ポンプを導入

リアルタイム浸水把握・早期解消が困難 浸水をリアルタイムに把握、早期解消

ワンコイン浸水センサの設置(イメージ)

※河川砂防技術研究開発
公募で開発したセンサ

浸水センサ例

マスプロダクツ型排水ポンプの設置
（イメージ）

Before After

マスプロダクツ型排水ポンプの開発・導入
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/cons

tplan/sosei_constplan_tk_000040.html

ワンコイン浸水センサ実証実験
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/

wankoinsensa/index.html
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質
や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/k

etachigaiDX/index.html

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000040.html
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/wankoinsensa/index.html
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

３次元データ
を活用した災
害復旧事業の
迅速化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-6 ３次元データを活用した災害復旧事業の迅速化

 自治体向けガイド
ラインの素案の作
成

 自治体向けガイド
ラインの作成

 被災状況調査ツー
ルの要件定義

 ガイドラインの周
知・活用

 被災状況調査ツー
ルの開発・試行

 調査ツールの自治
体での試行活用

 3次元データを
用いた災害復
旧の実施方法
を確立し、災
害復旧のプロ
セス全体の迅
速化・効率化
を実現

（管理者）
 ３次元データを用いた災害
復旧の実施方法を確立し、
災害復旧のプロセス全体を
迅速化・効率化

 災害復旧事業の迅速化
に伴う地域の安全性の
早期向上

被災状況把握から復旧完了までのプロセス全体において、三次元デー
タを流通させることにより早期復旧を実現する。

自治体向けデジタル技術活用の手引きを作成するとともに、被災箇所
の三次元データを簡易に取得するツールを自治体と共有し、自治体に
おける災害対応力の向上を図る。

概要

工程短縮・品質向上・コスト低減・安全向上

従来の災害復旧

・被害の全容把握の遅れ（広域化・激甚化、危険箇所等）

・査定準備に多大な労力と時間（人海戦術、業者不足）

・再測量や再設計（二次元）など二度手間が発生

三次元データを活用した災害復旧

・迅速かつ安全に被災地形データを取得

・デジタル技術の活用による査定測量・設計の迅速化

・災害復旧事業の各プロセスの効率化、全体最適化

人海戦術による被災調査

ドローン撮影・
スマートフォン
による測量

三次元データ地すべり面

被害報告・
査定申請
等に活用

横断図

平面図

二次元の設計図面

Before After

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト
【１ケタ】(大規
模災害時における
調査・設計・積算
にかかる日数を大

幅に削減)
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

マイ・タイム
ラインとス
マートフォン
などデジタル
技術の融合に
よる避難行動
支援

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-7 マイ・タイムラインとスマートフォンなどデジタル技術の融合による避難行動支援

 水害などの危険
が迫った際、自
らが決めた避難
のトリガー情報
のプッシュ通知
により、確実な
避難行動を後押
しし、逃げ遅れ
ゼロを実現

 自治体と連携し、
全国のマイ・タイ
ムラインワーク
ショップで活用

 モデル自治体を拡大
し、ワークショップ
や講習会を実施

 「デジタル・マイ・
タイムライン」の手
引きの見直し

 モデル３自治体で
ワークショップや
講習会

 「デジタル・マ
イ・タイムライ
ン」の手引きの作
成

 マイ・タイムラインのど
の段階か確認し、避難の
タイミングになった際、
プッシュ型で情報を受信。
リアルタイムの防災情報
をアプリやサービスを通
じて、確認可能

 デジタル・マイ・タイムラインに必要なリスク情報の検
討や、河川関連情報の品質を確保する仕組みを構築し、
正確で利便性の高いデータを提供

台風の接近時などに、「いつ」・「何をするのか」を住民一人ひとり
に合わせて、あらかじめ時系列で整理した「マイ・タイムライン」を
スマートフォンで作成・登録し、水害などの危険が迫った際には、自
ら決めた避難のトリガー情報がプッシュで通知されることで、確実な
避難行動を行う。

概要

・いざという時に紙で作成した「マイ・タイムライン」を探したり、
確認するまでに時間を要する。

・避難のタイミングなどを判断するためには、テレビ、ラジオ、ウェ
ブサイトなどから必要な情報を自ら探す必要がある。

作成したマイ・タイムラインを捜索

・マイ・タイムラインをスマホで作成／登録し、大雨の時は、マイ・タ
イムラインのどの段階かをスマホで確認、避難のタイミングになった
際は、プッシュ型で情報を受信。

・地域のワークショップを通じて、マイ・タイムラインの検討やスマホ
アプリの使い方を説明し、取組を広めるとともに、支援が必要な方の
マイ・タイムラインを共有など、アプリ機能の充実を進める。

状況確認・情報収集が困難 避難のタイミングを自動通知

ワークショップで
デジタル・マイ・タイムラインの作成

デジタル・マイ・タイムライン
（イメージ）

自ら様々なメディアから情報を収集

Before After
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

港湾における
災害情報収集
等に関する対
策

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-8 港湾における災害情報収集等に関する対策

 津波・高潮等
災害発生時に
おける迅速な
被災状況の把
握、復旧体制
の構築による
被災後の早期
の物流機能確
保

 自律制御型ドロー
ン等を活用した迅
速な被災状況把握
の実現

 衛星を活用した迅
速な被災状況把握
の実現

 自律制御型ドロー
ンの導入による迅
速な被災状況把握
体制の構築

 変位観測検証・AI
技術を活用した被
災状況把握の高度
化

（管理者）
 ドローン等を活用した災害関連情報の収
集・集積による災害時の迅速な復旧体制
の構築
（令和4年度～）

 被災後の早期の物流機能確保による国民
生活の維持・向上に貢献
（令和4年度～）

 同左（継続）
 ドローンで収集し

た情報の解析手法
の確立

 ドローン操作に関
する職員の技能向
上

 同左（継続）
 衛星で収集した情

報の解析手法の確
立

Before After

• 津波・高潮警報等が発令された場合、2次災害防止等の観点
から発災直後に現地調査を実施することが困難

津波・高潮警報発令下等において被災状況等の把握が困難

応急措置、復旧作業、利用再開の遅延

• 災害時の迅速な復旧体制等の構築

津波警報解除後の
現地調査（陸上）

津波警報解除後の
現地調査（海上）

ドローン等を活用した災害関連情報等の収集・集積の高度化

衛星やドローン、カメラ等を活用して、港湾における災害関連情報の
収集・集積を高度化し、災害発生時における迅速な港湾機能の復旧等
の体制を構築する。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

マルチビーム
データクラウ
ド処理システ
ムの構築

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-9 マルチビームデータクラウド処理システムの構築

 船上で取得し
た測量データ
をクラウド
サーバに送信
し、クラウド
上で自動ノイ
ズ処理するこ
とにより、リ
アルタイムか
つ遠隔での水
中可視化、収
録済データを
半自動かつ高
速にクラウド
上で後処理す
ることにより、
事業者等にお
ける省力化・
作業時間短縮
を実現

 AIの強化、5G通信
での実証、基準・
ガイドライン等の
整備、浚渫工事へ
の適用検討

 システムの開発・
試行AIの開発

 同左（継続）
 3次元測深ﾃﾞｰﾀの処

理・送信
 測深ﾃﾞｰﾀのﾘｱﾙﾀｲﾑ表

示
 AIによる自動ﾉｲｽﾞ処

理・自動図化

 試行工事の実施、本
格運用の検討及び他
工種への水平展開

（事業者等）
 クラウド・AIによ
る自動ノイズ処理、
自動図化、出来形
のリアルタイム確
認による作業員や
機材の拘束の解消
（令和6年度～）

Before After

〇3次元測深データ
の取得

事務所等

手動処理
○データの読み込み、
選別

○点群データ作成
○ノイズ除去
○図面作成

帰港後

約1週
間

測量結果の確認に約１週間
 手動によるノイズ除去、図面

作成に多大な時間と労力
 出来形不足・手戻りの発生に

備え作業員や機材を拘束

測量結果の確認がリアルタイム
 クラウド・AIによる自動ノイズ処理、

自動図化
 出来形のリアルタイム確認により

作業員や機材の拘束が解消

マルチビームソナー
事務所等

船上処理
〇3次元測深データの
処理・送信

半自動・高速クラウド
サーバ

クラウド処理
①測深データのリアル
タイム表示

②・AIによるノイズ除去
・自動図化マルチビームソナー

約2秒の遅延
で可視化

約370m2分の測量デー
タを1時間で図化

港湾におけるi-Construction
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html

 マルチビームソナーによる海底の地形測量において、①船上で取得した測量データをク
ラウドサーバに送信し、クラウド上で自動ノイズ処理することにより、リアルタイムか
つ遠隔での水中可視化、②収録済データを、半自動かつ高速にクラウド上で後処理する
ことにより、内業を省力化して出来形確認を可能とする技術を開発する。

 5G通信やクラウド上でのAIによる自動ノイズ処理を導入し、更なる迅速化・精緻化を図
る。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

港湾整備
BIM/CIMク
ラウドの構築

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-10 港湾整備BIM/CIMクラウドの構築

 情報プラット
フォーム「港
湾整備
BIM/CIMクラ
ウド」を構築
し、港湾整備
における3次元
データをベー
スとした受発
注者間の情報
共有を実現

 他工種への拡張・
試行、基準・ガイ
ドライン等の整備

 同左（継続）

 調査・設計・施
工・維持管理での
データ連携等を検
討

 クラウドの構築、
特定工種での試行

 監督・検査試行

 同左（継続）
 クラウド上で3次

元データをシーム
レスに引継ぎ

 監督・検査への本
格運用

 同左（継続）
 他プロジェクトへ

の拡大を検討

（受発注者）
 調査、設計、施工、維持管理
までの3次元データをクラウ
ド上で共有・データ形式を標
準化することで統合が容易と
なり、工程管理や品質・出来
形管理に必要なデータを抽出
し、監督・検査の遠隔化や効
率化を実現

Before After

クラウド上で3次元データを共有、統合
 データ形式の標準化により3次元データの統合が容易
 クラウド上で3次元データをシームレスに引継ぎ
 遠隔での3次元モデルを活用した監督・検査

調査

測量結果
地盤調査結果

設計

設計モデル

施工

施工記録
出来形情報

維持管理

×

×

×

×

補修履歴
点検履歴

港湾整備BIM/CIMクラウド調査

測量結果
地盤調査結果

設計

設計モデル

施工

施工記録
出来形情報

維持管理

補修履歴
点検履歴

形式の異なるデータを個々に受け渡し
 共有すべき3次元データの形式が標準化されていない
 プロセス間、受発注者間、事業者間でのデータ共有に手間と

時間を要する
 書類や現場での接触型の監督・検査

港湾におけるi-Construction
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html

調査、設計、施工、維持管理までの3次元データを、各事業者や受発注
者間においてクラウド上で共有するとともに、データ形式を標準化す
ることで、データの統合を容易にする。

統合モデルから、工程管理や品質・出来形管理に必要なデータを抽出
し、監督・検査の遠隔化や効率化を実現する。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

道路分野にお
けるデータプ
ラットフォー
ムの構築と多
方面への活用

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-11 道路分野におけるデータプラットフォームの構築と多方面への活用

 道路データプ
ラットフォー
ムの構築と多
方面への活用
による国民生
活や経済活動
の生産性の向
上

 同左
 運営、新技術活用に

よるアプリケーショ
ンの導入

 道路施設の点検
データベース

 構築

 同左
 アプリケーション

の拡充やアセット
マネジメントへの
展開

 交通量の人手観測
の原則廃止

 交通量データ集約
の自動化

 一部データのオー
プン化によるイノ
ベーションの創出
（令和5年度～）

（管理者）
 道路施設の点検DBの構築による維
持管理の効率化・高度化
（令和4年度～）

例）
・点検結果を効率的に入
出力
・維持修繕計画の最適化
・健全性の診断を支援

ｘＲＯＡＤ（道路データプラットフォーム）を構築し、維持管理のほ
か様々な分野で活用。

道路施設の定期点検においては、新たに構築する点検データベースを
活用し、アプリやＡＩ技術の開発等、維持管理の効率化・高度化に資
する技術開発を促進。

概要

Before After

デ
ー
タ
連
係
が
困
難
な
環
境

ＡＰＩによるデータ連係が容易な環境を構築 道路施設の点検DBによる維持管理の効率化

※API ： Application Programming Interface

民間開発アプリケーション

道路管理アプリケーションxROAD

基
盤

(

道
路
局
ベ
ー
ス
レ
ジ
ス
ト
リ)

国土地理院地図
DRM-DB ※ネットワークデータ（約100万km）

道路基盤地図情報 ※直轄のみ、整備率約3割

MMS、LP ※直轄のみ、MMS：取得中、LP：取得率100%

構
造
物
等

(

橋
、
ト
ン
ネ
ル
等)

リ
ア
ル

タ
イ
ム ETC2.0 交通量

工事規制
情報

諸元 点検結果 BIM/CIM
データ

※ APIの構築や、データの管理・更新・配信方法について検討が必要

API API API API

API API API

占用物件

API

CCTV
カメラ

イメージ（NEXCO東日本 SMH）

その他
○ヒヤリハットマップ ○通れるマップ

など

民
間

高品質な道路管理アプリケーションは
積極的に採用

その他データプローブ

リ
ク
エ
ス
ト

デ
ー
タ

車載カメラ

道路管理者 国交省

現地点検
（タブレットに入力）

点
検
調
書

健全性の診断
年報公表
予算配賦

点
検
結
果

点
検
調
書

診
断
結
果

判
定
結
果
・修
繕
計
画
を
入
手

修繕計画作成

類
似
損
傷
・

修
繕
実
績
情
報

修
繕
計
画

予算

劣
化
予
測
・

修
繕
費
用
推
計

高速会社
ＤＢ

○○県
ＤＢ

○○市
ＤＢ

施設毎のデータベース

ＡＰＩ ＡＰＩ ＡＰＩ

重複入力を排除

例)現地で過去の
点検データを検索

維持管理の効率化・高度化に資するアプリケーションの導入

例)画像AIによる
診断を支援

例)劣化を予測して
修繕費用を推計

国土交通データプラットフォーム

ＡＰＩ

道路に関する新技術の活用
https://www.mlit.go.jp/road/tech/index.html
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

人流データの
利活用拡大の
ための流通環
境整備

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-12 人流データの利活用拡大のための流通環境整備

人流データの利活用促進事業
https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi

_fudousan_kensetsugyo_tk17_000001_00003.html

 人流データ利活用促進
のための検討・情報収
集等

 個人情報の取扱など最
新の動向把握

 具体的な利活用事例の
収集

 人流データ可視化ツー
ルの試作・公開、人流
データの汎用的な
フォーマット形式の検
討

 人流データ利活用手引
きの策定

 地域課題解決に向けた
人流データ取得・分
析・活用モデルの構築

 人流データによる人々
の行動変容分析・デー
タ公開

 同左（継続）

 人流データの分析手法、
解釈等に関する検討

 全国における人流デー
タ利活用モデル事業の
実施・成果の公表

（データ活用者）
 人流データの利活用

方法に関する理解度
の向上
（令和4年度～）

 分野ごとの利活用可
能性の検討促進
（令和4年度～）

（データ活用者）
 日々の生活に直結する利用ニーズが高まり

導入方向性が明確化（令和5年度～）
 汎用的なフォーマット形式によるデータの

やりとりの効率化、可視化・分析による現
状把握や課題解決に向けた協議の活発化
（令和5年度～）

 多様な分野における人流データを活用し
たＥＢＰＭ（証拠に基づく政策立案）に
基づく地域課題の解決や新たなサービス
の創出
（令和6年度～）

多様な主体が多様
な分野で人流デー
タを活用できるよ
う流通を活発化す
ることで、人流
データを活用した
効果的な地域課題
の解決・新たな
サービスの創出に
よる新しい生活様
式下での国民の暮
らしの向上を実現

人流データ活用促進のためデータ可視化ツールの検討・公開や汎用的
なデータフォーマットの検討などを実施し、普及に向けた環境整備・
利活用拡大に向けた支援を行う。

概要

人流データを計測・活用し、客観的な情報にもとづ
く施策等を展開

After

土地・不動産
取引情報

公共交通
情報

公共施設
立地計画

地域の様々な地理空間情報

人口動態
商業・業務
民間データ

まちづくり

センサー・カメラで
人の流量を検知

ICカード等で
人の流量を検知

携帯端末・基地局情報
から人の流量を把握

効
率
的
・効
率
的
な

地
域
課
題
の
検
討
・解
決
、

新
た
な
サ
ー
ビ
ス
の
創
出

交通計画

観光・交通・防災・まちづくりなどの主要施策にお
いて、客観的事実やデータに基づく検討・分析が
不足し、説得力が欠けがちになる

【主な原因】
①人々の行動情報が不足
人々の具体的な行動の情報に基づく施策の企画立案が
困難

②客観的データの欠如
客観的なデータに基づいた定量的な施策検討が行えない

③ノウハウがない
長年の経験や感覚に依存した施策が多く、ノウハウの蓄
積がない

Before
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

3D都市モデル
の整備・活
用・オープン
データ化の推
進（Project 
PLATEAU）

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-13 3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化の推進（Project PLATEAU）

 全国約100都市の
データ整備

 全国50件以上の先
進的なユースケー
ス開発

 データ整備効率化
技術の開発

 標準仕様の拡張

 全国約60都市で
データ整備

 全国40件以上の多
様な分野における
ユースケース開発

 3D都市モデルの整
備・活用・オープ
ンデータ化のエコ
システムの構築

 3D都市モデル
がSociety 5.0
やデジタルツ
イン実現のた
めのデジタ
ル・インフラ
としての役割
を果たすこと
で、多様な生
き方や暮らし
方を支えるサ
ステナブルで
人間中心のま
ちづくりを実
現

（自治体・事業者等）
 自律型モビリティや

XR技術など高度な技
術と連携した先進的
なソリューションを
開発

 3D都市モデルの整備
範囲の拡大による地
域におけるデータ活
用の活性化

（令和４年度～）

（自治体・事業者等）
 都市の課題やビジョ

ンをビジュアルに把
握可能とすることで、
まちづくりへの市民
参加を促進

 シミュレーション技
術を活用したサステ
ナブルなまちづくり
を推進

（令和３年度～）

（自治体・事業者等）
 3D都市モデルのオープンデータ化を全国で推進し、多様な分野における

オープン・イノベーションを創出
 防災、まちづくり、環境・エネルギーなど多様な社会課題を解決する

ユースケースの社会実装 （令和３年度～）

 「スマートシティ」をはじめとしたまちづくりのデジタルトランスフォーメーショ
ンを進めるため、その基盤となる３D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化
を推進。

 具体的には、データ標準仕様の策定、官民の多様な分野におけるユースケースの開
発、オープンデータ化促進、地方自治体における3D都市モデルの整備・活用支援
等を図り、全体最適・市民参画・機動的なまちづくりを実現する。

概要

Before After

□都市に関する様々なデータが混在し、各分野での情
報が分断。

□都市計画・まちづくりの計画は平面で複雑。説明力・
説得力が乏しい。

□都市開発・まちづくりは経験則によるところが大きく、
持続可能性に課題。

統一されていないフォーマット群 難解な都市計画 各種調査の活用は限定的

□国際規格に基づく3D都市モデルの標準仕様を策定し、多様
なデータと連携。オープンイノベーションを創出。

□3D都市モデルの優れたビジュアライズにより都市のビジョンや
課題を表現し、まちづくり等への市民参加を促進。

□立体的な都市構造とビッグデータ解析により都市スケールで
精密なシミュレーションを実現し、まちづくりをサステナブルに。

汎用性と拡張性を両立するデータ規格を採用 都市のデータを多様な分野で活用 都市開発の効果をシミュレーション

PLATEAU
https://www.mlit.go.jp/plateau/
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

DXデータセ
ンターの構築

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 BIM/CIMや点
群データ等の
3次元データ
をリモートで
閲覧・編集・
共有等できる
環境を提供し、
3次元データ
の利活用の促
進による建設
産業の生産性
向上を実現

 DXデータセンター
の運用開始

 BIM/CIMや点群
データ等の3次元
データの利用環境
構築に関する実証
実験

 DXデータセンター
構築

 3次元データの保
管・閲覧機能の開
発

 BIM/CIMを共有し
たWEB会議機能の
開発

 同左（継続）

 同左（継続）

（事業者）
 公共事業におけ
る3次元データの
閲覧・編集・共
有等の利活用を
加速化

 3次元データを活
用した情報共有
の促進による業
務の効率化
（令和4年度～）

Before After

BIM/CIMを共有した
WEB会議システム

リモート環境で
3次元データを閲覧・編集

・BIM/CIM等の3次元データ
はサイズが大きいため、
データ送信やダウンロード
による情報共有が困難

・高機能な端末機器や高価
なソフトウェアが必要なため、
小規模な施工業者では活
用が困難

BIM/CIM

河川3D管内図

道路MMS点群データ

・リモート環境で、汎用の端
末からも閲覧・編集が可能

・3次元データがDXデータセ
ンターに蓄積・保管されるた
め、情報共有が容易

DXデータセンター 利用者

 BIM/CIMや点群データ等の3次元データを一元的に保管し、受発注者
が測量・調査・設計・施工・維持管理のプロセスで円滑に共有するた
めのシステムとして「DXデータセンター」を構築

 BIM/CIM等の3次元データの表示ソフトウェアを搭載し、既往の業
務・工事で作成されたBIM/CIMの他、河川３D管内図、道路MMS点群
データ等の閲覧が可能

概要

2-14 DXデータセンターの構築
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

公共工事執行
情報の管理・
活用のための
プラット
フォーム構築
に係る調査研
究

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-15 公共工事執行情報の管理・活用のためのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築に係る調査研究

 公共工事執行
プロセスに関
係する技術や
社会情勢の変
化が早急かつ
正確に感知さ
れ、発注手法
が改善される
ことにより職
員の作業効率
化・生産性向
上を実現

 分析の試行に基づ
く要求事項の精査

 公共工事執行実績
のデータ分析を行
う機能についてプ
ロトタイプを作成

 積算基準等の分析
に関する課題抽出
と要求事項の整理
等  積算システム等の

中での実装

 システムを活用し
た分析の推進

（発注者）
 公共工事発注行

政の企画立案に
資する分析の時
間短縮・手間の
縮減
（令和7年度～）

Before After

電子入札
システム

新土木工事積
算システム

工期設定支援
システム

契約管理
システム

工事日報入力
システム

工事実績情報
システム

• データ連携とクラウドデータ管理により、積算条件、工事費、応
札率等に関する分析が迅速かつ低コストで実施でき、有効な
不調・不落対策が可能となる

公共工事執行における作業の効率化・生産性向上！！

各システムで付与しているデータ連携等を強化各種データが、別々のシステムにより運用・管理

• 公共工事の執行に関する各種データが独立して整備され
ており、入札不調対策等の施策を検討するためのデータ
分析に、時間、職員の作業、コストを要している。

電子入札
システム

契約管理
システム

新土木工事積
算システム

工期設定支援
システム

工事日報入力
システム

工事実績情報
システム

積算基準等の公共工事執行プロセス間のデータ分析等を効率化するた
めの要求事項を整理する。

次期土木工事積算システム等の整備において、データ連携や関係デー
タの一元管理を行う機能を構築。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

建設事業各段
階のDXによ
る抜本的な労
働生産性向上
に関する技術
開発

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 建設事業各段
階でのDX化に
よる、発注者
及び施工者の
作業時間の縮
減・施工時の
労働生産性向
上を実現

 BIM/CIMを活用す
るためのアプリ
ケーションの機能
検討

 ｺﾝｸﾘｰﾄ工、土工の
施工現場データ取
得

 BIM/CIMの属性情
報の付与・参照方法
の整理

 ｺﾝｸﾘｰﾄ工、土工の施
工現場ﾃﾞｰﾀ収集項目
の検討

 同左（継続）

 同左（継続）

 施工ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ開発

（発注者、施工者）
 受発注者間での情
報共有の効率化

 建設会社等での施
工の省人化･工期
短縮・安全性の向
上に向けた分析環
境の整備

（令和6年度～）

Before After

建設事業各段階においてBIM/ CIMを活用・共有
新技術の活用・生産量や労働投入量等デジタルデータの
取得・分析

事業段階に応じてBIM/CIMを簡易に活用できるシステムが必要

0
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産
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フーチング

竪壁下段

竪壁上段

支承台座

パラペット

物的労働生産性比較

建設事業でのBIM/CIMの普及に課題

建設現場のデジタルデータが分析できていない

建設現場における生産量（日当たり施工量）や労働投
入量（作業内容、作業時間）のデジタルデータがなく、
建設現場の実態分析に基づく新技術の活用が進まず、
技能労働者の労働条件等の改善が遅れている。

施工段階 維持管理段階

施工段階でのBIM/CIMの活用

撮影した写真を
紐づけ

施工管理情報を
入力

BIM/CIM

施工管理情報

発注者及び施工者の作業時間の縮減
施工時の労働生産性向上

建設事業各段階の抜本的な労働生産性向上に向けて、直轄事業で作成
されるBIM/CIMや施工時の労働生産性データ等のデジタルデータに基
づく労働生産性向上を推進する技術開発を実施

概要

2-16 建設事業各段階のDXによる抜本的な労働生産性向上に関する技術開発

26



上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

施設の維持管
理及び行政事
務データの管
理効率化に関
する調査

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-17 施設の維持管理及び行政事務データの管理効率化に関する調査

公共施設の維持

管理に ICTを導

入することによ

る受発注者双方

の業務効率化･高

度化を実現

 現場実装の推進

 施設の自動計測化着手

 データ処理機能開発

 同左（継続）

 自動計測化拡大

 データ処理機能試行検

証

（点検受注者）
 施設の自動計測により

点検の計測作業と記録
清書作業を省力化
（令和5年度～）

（施設管理者）
 データの自動整理によ

り施設の維持管理計画
の見直し等を省力化
（令和5年度～）

 データ収集及び

行政事務管理の

自動化環境整備

 施設データ蓄積用デー

タベース構築

 公共施設の機能維持に
関する行政事務作業の
時間短縮
（令和5年度～）

Before After

人力による点検データ収集及び行政事務の実施 点検データの収集及び行政事務を自動化したシステム

点検技術者

各事務所

・データチェック
・データ入力
・健全度評価
・長寿命化計画策定
・予算要求

・点検報告書作成
・入力様式作成
・事務所への報告（提出）

・点検データ記録

・報告
・協議
・指示等

現場代理人

排水機場ポンプ設備
又は水門設備

排水機場ポンプ設備
又は水門設備

各施設無線通信
とインターネット
網

稼働及び点検時計測データ
の自動収集機能

国土技術政策総合研究所
機械設備維持管理システムサーバ

国土交通省
イントラネット網

地方整備局各事務所における
行政事務支援機能

稼働及び点検時計測データを自動
的に取得し、既存のデータベースに
取り込む

点検技術者

○ICT技術による維持管理データ収集効率化・信頼性向上、行政事務の効率化

・老朽化施設が増大しており点検作業及び計画的な整備

や更新を行うための行政事務も増大している
・点検データ収集と行政事務は人力に頼っているが、
技術者と職員数は減少している
・点検時のデータ収集や記録、行政事務の省力化が急務

施設の機械設備を点検する民間技術者が、手作業で行っていた点検
データの収集を自動化する仕組みを整備するとともに、行政側の職員
が行う設備の健全度評価や予算要求資料の作成を支援するシステムを
構築。

概要
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官庁営繕事業
におけるBIM
活用による設
計・施工の効
率化

 同左（継続）

 官庁営繕BIMガイド
ラインの運用

 試行して得られた知
見をガイドラインに
適宜反映

 EIR作成の手引きの
策定

 官庁営繕事業におけ
るBIM活用の試行

 試行対象範囲の順次
拡大

 官庁営繕BIMガイド
ライン改定

 EIR（BIM発注者情報
要件）試案の作成

 同左（継続）

 同左（継続）

 EIR作成の手引きの策
定（～R5年度）
・運用（R6年度～）

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-18 官庁営繕事業におけるBIM活用による設計・施工の効率化

公共建築の品質
確保、事業の円
滑化

設計・施工の効
率化・生産性向
上の実現

（受発注者）
 BIM活用の促進
合意形成の効率化

（施設管理者等）
 設計内容の理解
の促進

（地方公共団体）
 BIM活用の促進

Before

CADを活用した設計・施工

After

設計段階のBIMモデル

・施工者は、提供されたBIMデータを、仮設モデル作成

やデジタルモックアップ作成に活用し、施工手順や細部

の納まりの確認を効率化

・BIMモデルを活用し、施工図の確認等を効率化

【 設計段階 】（設計BIM） 【 施工段階 】（施工BIM）

BIM
データの
提供

・BIMモデルの活用により関係者間の

合意形成が効率化

・施工段階へのデータ提供を見据えて、

設計BIMのモデリング・入力ルールや

確定範囲を伝達できるよう整理

・２次元図面＋文字による設計

は、完成物のイメージや細部の

納まりの把握等に、専門知識や

経験が必要であり、時間と労力

を要する

仮設モデル デジタルモックアップ

BIM活用により、受発注者共に設計・施工の効率化・生産性向上

官庁営繕事業におけるBIMの活用
https://www.mlit.go.jp/gobuild/gobuild_tk6_000094.html

 BIMの活用により、関係者間の合意形成、施工段階の生産性向上を実
現。

 BIMモデルの受け渡しのルール等を整理し、設計段階・施工段階にお
いて一貫したBIM活用を実現。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

国土交通デー
タプラット
フォームの構
築

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-19 国土交通データプラットフォームの構築

「i-Construction」の取組で得られる3次元データ等のほか、官民が保
有する様々な技術やデジタルデータとの連携により、同一プラット
フォーム上で一括した表示・検索・ダウンロードを可能とするもの。

概要

 3D都市モデル
（PLATEAU）や国
土地盤情報データ
ベース等との連携拡
充

 データ検索・表示機
能の拡充

 表示・検索・ダウン
ロード機能の高度化

 データ連携の拡大
（継続）

 令和7年度までに約
150万件のデータと
の連携

 国交省が有する
データの一元的な
検索・表示・ダウ
ンロードが可能

 国交省関係データ
の公表・視覚化に
よる理解促進

現実空間の事象
をサイバー空間
に再現するデジ
タルツインの実
現により、業務
の効率化やス
マートシティ等
の国土交通省の
施策の高度化、
産学官連携によ
るイノベーショ
ン創出を推進（管理者）

 インフラ管理者間
での情報共有が容
易になることによ
り管理者間調整や
管理の高度化・効
率化を促進

（研究・開発者）
 データを活用した
研究開発や技術開
発を促進

 国土交通データプ
ラットフォームの概
成

 データ連携の拡大

Before After

・各データが個別に管理されており、必要
なデータを取得することが困難
・取得するまで、データの内容が不明

国土交通データプラットフォーム地図・地形
データ

気象データ

交通（人流）
データ 防災データ

エネルギー
データ

施設・構造物
データ

同一プラットフォーム上で表示・検索・ダウン
ロードを可能とする国土交通データプラット
フォームについて、ver1.0を一般公開
（R2.4）

データ連携拡大を図るとともに表示・検索・ダウンロード
機能を高度化

業務件名 ●●橋詳細設計業務
工期 19XX/XX/XX 

都道府県 東京都 ○○区
業務成果品 横断図

縦断図
●●橋下部工

●●橋上部工

●●橋床版
点検・補修

・どの施設の工事や業務なのか分からない
・緯度経度だけでは施設との紐付が難しい

□□舗装工事

工事・業務の発注単位に管理
（緯度経度で地図上にプロットしたイメージ） ●●橋 工事リスト

19xx/xx/xx ●●橋下部工

19xx/xx/xx ●●橋上部工

19xx/xx/xx ●●橋床版点検・補修

19xx/xx/xx ●●橋耐震補強

業務件名 ●●橋外橋梁点検業務委託
工期 19XX/XX/XX 

T都道府県 東京都 ○○区
業務成果品 点検結果

工事件名 ●●橋下部工事
工期 19XX/XX/XX 

都道府県 東京都 ○○区
工事成果品 横断図

縦断図

施設単位（橋梁）で工事・業務を集約

●●橋詳細設
計業務

●●橋外橋梁
点検業務委託

工事件名 ●●橋下部工事
工期 19XX/XX/XX 
都道府県 東京都 ○○区
受注者 ○○建設（株）
緯度 35.xxxxxxxxxx
経度 139xxxxxxxxxxx
・・・ ・・・

【例】電子納品保管管理システムとの連携(イメージ)

⇒インフラ管理の高度化のほか、データを活用した研究開発や
技術開発を促進

国土交通データプラットフォーム
https://www.mlit-data.jp/platform/
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 同左（継続）
 制度実装
 要領改定

 同左（継続）
 試行
 要領策定

 その他のCo構造物書
類
のデジタル化

 試行
 試行要領策定

 下部工書類のデジタ
ル化

 試行
 要領策定

 上部工書類のデジタ
ル化

 データ取得
 試行要領策定

 同左（継続）

 同左（継続）
 試行拡大
 要領改定
 制度実装

 同左（継続）
 試行
 要領策定
 制度実装

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

工事書類のデ
ジタル化に向
けた検討

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-20 工事書類のデジタル化に向けた検討

建設生産プロセ
スにおけるICT
を活用した出来
形管理により、
関連帳票をはじ
めとする工事書
類の作成業務の
軽減、職員・作
業員の安全性や
作業環境の改善
を実現

（施工者）

（下部工）令和4年度～、（上部工）令和6年度～、（その他）令和6年度～

 3次元点群データを活用したヒートマップでの出来形管理により
測定作業の効率化を実現

 自動帳票作成により業務効率化を実現

 高所での計測作業等が減ることで、職員や業界の安全性や作業
環境の改善を実現

Before After

・人がロッドやリボンテープにより測定
・測定には足場等が必要になる

スケール等を使用した測定

・構造物をTLSやUAVで測定
・３次元点群データを活用し、ヒートマップで出来形管理

ICT技術を活用した測定

ＩＣＴの全面的な活用
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_con

stplan_tk_000031.html

構造物の出来形確認は、これまで、現地で直接計測し、確認を行って
いたが、令和４年度及び令和６年度までにICT技術を活用した測定方法
の実施要領を策定し、効率化を図る。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

インフラDX
ネットワーク
の整備

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-21 インフラＤＸネットワークの整備

 建設生産プロ
セスやストッ
ク活用、非接
触・リモート
型に転換した
業務効率化・
高度化を実現

 ＤＸネットワーク
の信頼性強化

（北陸・中国・四国）

 i-constructionモ
デル事務所への接
続

 ＤＸネットワーク
の延伸整備
（東北ほか）

 ＤＸネットワーク
健全性確保のため
のセキュリティ対
策を実施

 インフラのデジタ
ル化推進と
BIM/CIM活用への
転換

 大容量データ通信、
ロボティクス、5G
通信の実現化

（発注者）
 各地方整備局にお
いて、BIM/CIMの
本格導入の基盤と
して活用により、
建設生産プロセス
の改善、安全性や
利便性の向上等早
期効果発現
（令和5年度～）

（受注者）
 監督（調査）職員との打合
せをWebを活用しながら3
次元データを共有すること
による工事（業務）の効率
化

 遠隔臨場の環境を構築する
ことによる積極的な活用に
よる建設生産プロセスの改
善、安全性や利便性の向上

インフラ分野のＤＸ環境整備促進のため、河川道路管理用光ファイバ
を活用して、日本全国を100Gbpsの高速・大容量回線で接続し、地方
整備局等が発注者として率先して3次元モデル等の大容量データを円滑
に利活用できるよう、高速ネットワーク環境を整備することで、業務
の効率化・高度化に資するものである。

概要

Before After

既存・公衆ネットワークによる通信

回線容量等から大容量通信が困難。
公衆回線利用はコスト高となる。

BIM/CIM 3D等の大容量データ、
遠隔、ロボティクス、5G通信
の実現化

高速ネットワーク

既存ネットワーク既存ネットワーク

高速・大容量ネットワークによる通信

データセンター

L５G３D

ロボティクス

会議・研修
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

BIM/CIM活
用による建設
生産システム
の効率化・高
度化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-22 BIM/CIM活用による建設生産システムの効率化・高度化

 建設生産プロ
セスの変革に
よる受発注者
双方の業務効
率化・高度化
を実現

 小規模を除く全て
の詳細設計で
BIM/CIM原則適用

 大規模構造物の工
事でBIM/CIM原則
適用

 大規模構造物の詳
細設計でBIM/
CIM原則適用

 同左（継続）

 小規模を除く全て
の公共工事で
BIM/CIM原則適用

（受発注者）
 完成イメージの共有、設計条件の確実な伝
達による関係者協議の円滑化

 設計ミスに起因する変更協議の低減
 ICT施工で活用可能な3Dデータ提供によ
る生産性向上
（令和4年度～）

※対象工種は一般土木と鋼橋上部を想定
※「3次元モデル成果物作成要領（案）」に基づく詳細設計を「適用」と
している

After

BIM/CIMを活用した情報の一元化等による事業実施

Before

紙図面、手作業による事業実施

紙の2次元図面のみでは、工事発注時の各工事間の
施工影響範囲、干渉部位等の把握が困難

工事開始後のトラブルの原因となり、重大な手戻りが生じるおそれ

干渉チェック

ケーソン牽引船

旧野積橋

新野積橋

⇒後工程におけるリスクは事業の早い段階で解消。
干渉の有無、施工計画の妥当性等は工事発注前に確認済み。

事業実施に必要なデータは、デジタ
ル情報として事業関係者に共有

工程計画等を
各業務・工事で作成

後工程のリスクは3次元で可視化され、
必要な対策を滞りなく実施可能

BIM/CIMポータルサイト
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/bimcim/bimcimindex.html

これまで紙図面や手作業による事業実施を行っていたが、実物に近い
デジタル情報を用いたデータ管理及びフロントローディングにより、
事業の全体最適化による業務効率化を図る。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

バーチャル現
場見学会によ
る効果的・効
率的な広報

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

2-23 バーチャル現場見学会による効果的・効率的な広報

デジタル技術を
活用したバー
チャル現場見学
会による効果
的・効率的な広
報の実現

 バーチャル現場見学
会の実施

 工事現場のLIVE中
継

 360度カメラの活用
 バーチャルツアーア

プリ

 バーチャル現場見学
会の試行

 実施事例収集

 同左（継続）
 実施対象の拡大（事

業説明会、採用PR、
地域イベント等）

 本省、地方整備局等のDXルーム現場見学
会の参加が可能

 3D技術を活用した現地説明会への参加が
可能

 バーチャルツアー等による国民の国土交
通行政への理解促進

Before After

工事現場のLIVE中継

360°カメラの活用 バーチャルツアーアプリ

デジタル技術による遠隔地のバーチャル現場見学会工事現場における現場見学会

パネルによる現場説明

ＢＩＭ／ＣＩＭ等の３Ｄ技術や通信環境の整備により実施可能となっ
た、バーチャル現場見学会を導入し、動画やドローンを活用したリア
リティのある現地映像や、３Ｄ技術による工事完成イメージの確認等、
現地に出向くことなく効果的・効率的な広報を実現。

概要

成瀬ダムバーチャル見学会
https://www.thr.mlit.go.jp/narusedam/visit_virtual.html
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

デジタルデー
タを活用した
配筋確認の省
力化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-1 デジタルデータを活用した配筋確認の省力化

直轄土木工事に
おける配筋確認
（配筋検査）の
デジタル化によ
り、土木工事に
おける鉄筋コン
クリート構造物
の品質管理の高
度化を図り、建
設現場における
業界や職員の安
全性や作業環境
の改善を実現

 試行要領案改定

 試行対象（測定項
目）の拡大

 実施要領案の策定

 PRISM（官民研究開
発投資拡大プログラ
ム）で試行した技術
の試行
（直轄土木工事

29現場）  同左（継続）
 社会実装
（令和5年度を目標）
⇒直轄工事における
デジタルを活用した
配筋確認の実用化

（施工者・発注者）
 デジタルを活用した配

筋検査の実装により、
品質管理における省人
化・省力化の実現
（令和5年度～）

 Web通信を活用した遠
隔臨場との組み合わせ
により現場との移動時
間の短縮が可能
（令和5年度～）

（施工者）
 新技術搭載のデバイスにより配筋検査の高

度化の体験が可能
（令和3年度～）

Before After

デジタルデータを活用した鉄筋出来形計測の試行要領（案）
https://www.mlit.go.jp/tec/content/001413510.pdf

配筋の出来形確認はこれまで、現地で直接計測し、確認を行っていた
が、画像解析により計測した結果を遠隔で確認できるようにし、効率
化を図る。令和４年度までにICT技術を活用した測定方法の実施要領を
策定し、令和５年度を目標に社会実装を目指す。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

大学等との
オープンイノ
ベーションに
よる技術研究
開発の促進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 大学等とのオー
プンイノベー
ションにより、
萌芽的技術研究
開発を促進、成
果をＴＬＯや民
間との共同研究
で技術確立・製
品化を実現

 ニーズ・シーズ
マッチングやＮ
ＥＴＩＳ登録制
度を活用し、現
場試行を行い、
建設現場への実
装を果たし、生
産性向上や非接
触・リモート化
等を実現

 同左（継続）
 大学等が持つ先端

的な技術について
研究開発を促進

 同左（継続）
 成果について公表

して広く周知

 研究開発テーマを
設定・技術公募・
研究開発の実施

 フィールド試行・
評価を実施

 随時、技術公募・
フィールド試行・
評価の実施（継
続）

 建設現場への新技
術導入

（研究者）
 大学等が有する先
進的な技術開発を
促進

 研究成果について
公表、周知を実施

（受発注者）
 新技術による生産
性向上

（研究者）
 産学官連携によるイノベーション
の創出

3-2 大学等とのオープンイノベーションによる技術研究開発の促進

Before

 山間部等の公共通信網不感地帯の建設現場では、通信にコス
トがかかることから、遠隔での監督業務や施工管理は困難。

（技術開発の事例） 準天頂衛星システムとLPWAを利用した建設現場のDXに関する技術 ※LPWA（Low Power Wide Area）：
低消費電力で長距離通信が可能な
低価格の通信規格

公共通信網不感地帯では、遠隔での監督業務や施工管理は困難

大学等が持つ先端的な技術について、フィールドでの試行・評価等を
通じて研究開発を促進。成果について公表して広く周知することで、
建設現場への新技術の導入を促進。

概要

通信事業者のカバーするエリア外

公共通信網不感地帯でも、遠隔での監督業務や施工管理を実現

 受信したみちびき情報をLPWAにより発信する技術開発を行い、
自営網と公共通信網との連携により、ワイヤレス環境を安価に構
築し、公共通信網不感地帯においても、遠隔での監督業務や施工
管理を実現。

⇒・建設現場の作業者、建設
機械の位置情報をマップ化

・進捗管理、健康管理に利用 等

GPS-LoRa

センサ

データ量（概算）
１日当たり
１０MB×１００センサー
＝１GB

準天頂衛
星
システム

クラウドサーバ

自営網LPWA

公共通信網LPWA

ワイヤレスセンサー

GPS-

LoRa

センサ
ルー
タ

通信事業者のカバーする
公共の通信インフラエリア

基
地
局

生産性向上の取組 新技術・技術開発
現場ニーズと技術シーズのマッチング
https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000108.html

After
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

自律施工技術
基盤の整備

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-3 自律施工技術基盤の整備

自律施工技術開
発を促進する
オープンな研究
開発基盤の整備
により、産学に
おける生産性向
上技術の開発・
普及が加速し、
建設現場におい
て省力化、効率
化を実現

 自律施工技術基盤
の改良・拡張

 対象機種の拡大
 機能拡充 など

 自律施工技術基盤の
運用を開始

 共同研究等による実
験を実施

 油圧ｼｮﾍﾞﾙとｸﾛｰﾗﾀﾞﾝ
ﾌﾟを対象とした研究
開発基盤の整備

 同左（継続）
 ブルドーザ、振動

ローラの導入

 同左（継続）
 自律施工技術の開発、
実証実験の実施

（研究開発者）
自律施工技術基盤の整備による産学官の
研究開発の促進（令和4年度～）

（施工者）
技術開発を通じ
た建設現場の生
産性向上、 新し
い働き方による
新規就業者等の
確保

建設DX実験フィールド（つくば）に自律施工建設機械等を整備し、産
学官が連携・協働可能となる研究開発体制を構築することで、建設現
場の生産性を向上させる自律施工技術の開発・普及促進を図る。

概要

Before After

例えばの図

• 少子高齢化、熟練技能者のリタイヤによる労働人口減少の懸念
• 劣悪な労働環境のため、人材確保が困難

• 協調領域・競争領域の明確化とオープンイノベーションによる自律
施工技術の開発・普及促進し、自律運転を活用した建設生産性の
向上

• 新しい働き方による新規就業者の確保および中途採用者の拡大

建設現場の生産性低下 研究開発基盤を活用した自律施工の開発・普及促進

年齢別就業者割合

自立施工技術開発促進に向けた土木研究所の取組
およびデモンストレーション
https://www.pwri.go.jp/team/advanced/pdf/ziritsu-demo.pdf
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

遠隔による災
害時の技術支
援

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-4 遠隔による災害時の技術支援

 災害現場に直
接出向くこと
なく現地の状
況等をDXルー
ムにて把握す
ることにより
広域的災害に
おいても迅速
で的確な技術
支援を実現

 遠隔による技術支
援の本格的実施

 遠隔による技術支
援の試行

 ＤＸルームの
整備

 同左

（管理者）
 ２次災害を防止した上での技術支援が
可能
（令和4年度～）

 広域的災害においても、効率的かつ迅
速な技術支援を実施
（令和4年度～）

遠隔対応拠点となるＤＸルームを整備し、被災現場の高精細な画像、
３次元データ等をリアルタイムで把握し、遠隔による技術支援を本格
的に実施することにより、災害復旧の効率化・迅速化を実現。

概要

ＤＸルーム（遠隔対応拠点）

Before

被災現場の高精細画像

被災現場の３次元地形モデル

• 被災現場の実地確認のための移動時間が、交通途絶
等の影響により増大

• 同時多発的に災害が発生した場合、技術者を要請され
た全ての被災現場に派遣できない可能性大

• ２次災害の危険性

遠隔による技術支援（試行）の様子

・現地状況をリアルタイムで把握
・CIMモデルを活用した災害復旧工法
の検討

・施設等管理者に対し、効率的かつ迅
速な技術支援を実施
・２次災害防止

現場への出動による技術支援 非接触・リモート方式の
技術支援

After
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

建設DX実験
フィールドを
活用した基準
整備・研究開
発の推進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 インフラDXの
推進に向けた
研究開発によ
り公共工事の
生産性・安全
性の向上を実
現

 施設、機器の拡
充・運用開始

 基準類作成のため
の実証試験の実施

 自律施工の研究開
発の実験促進
（民間企業や大学
などに土研プラッ
トフォームを開
放）

 建設DX実験フィー
ルド整備・運用開
始

 自律施工研究開発
の実施

 新たなＩＣＴや３
次元計測技術の技
術検証の実施

 大学、企業等への
貸出開始

 同左
 出来形管理・検査

等に関する要領・
基準案を順次作成

 自律施工のための
統一信号のルール
化等の協調領域の
研究開発の促進

（研究機関）
 自律施工研究開発基盤の整備などに関す

る産学官の研究開発促進（令和4年度～）

（施工者）
 自律施工技術の確立に向け

た開発促進により、建機オ
ペレータ不足解消や新しい
働き方による新規就業者等
の確保、現場安全性の向上、
生産性の向上

 最新技術の利用が可能とな
る基準類整備により、技術
の現場利用促進と生産性の
向上
（令和4年度～）

Before After

・インフラDXの推進のかなめとな
る建設技術の実証実験を行うこと
ができる研究施設の整備が必要。

・技術検証にあたって、従来は現
場試行により各種の調整、許可申
請等の時間的制約が生じていたた
め、基準作成、技術開発のスピー
ドアップ化が求められていた。

・自動・自律施工等の技術開発に
は、ローカル５Ｇ等の先端技術の
活用が必須。

建設DX実験フィールド

出来形計測模型ローカル５Ｇ施設遠隔操縦建機

自律施工研究開発基盤の整備

・出来形計測等の新たな技術の検証が速やかに行える
ことにより、基準類の整備スピード化が図られる。

・様々な研究開発者が参画することで協調領域（建機とソフト
の信号のルール化等）が明確化され、研究の重複が防止され
るとともに研究開発の加速化が期待される。

建設DX 実験フィールド始動！
～インフラDX の推進に向けて建設DX 実験フィールドの運用を開始～
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/kisya20210628_2.pdf

 ローカル5G通信、遠隔制御、ＡＩ等の技術を活用した無人化施工や自動・自律施
工等の開発・実証を行う土工フィールド、構造物の3次元計測技術等の実証実験を
行う出来形計測模型等を有する「建設DX実験フィールド」を整備

 施工段階のＩＣＴ活用の拡大のため、新たな技術の検証等を行い、出来形管理・検
査等に関する要領・基準案を作成

 自律施工技術の研究開発を加速するため、土工フィールドを活用した自律施工研究
開発基盤を整備

概要

3-5 建設DX実験フィールドを活用した基準整備・研究開発の推進
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

デジタル化・
リモート化の
ための位置情
報の共通ルー
ル（国家座
標）の推進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 ３次元の位置
を統一的な基
準で一意に特
定する基盤の
確立により、
管理者の高度
な施設管理、
分野間のデー
タ連携を実現

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

 国家座標に基づく
インフラデータの
流通促進

 民間等観測点を活
用した電子基準点
網の拡充

 航空重力測量

 地殻変動補正シス
テムの構築・強化

 国家座標の認証に
係る指針の策定

 同左（継続）

 衛星測位で標高を
得られる仕組みの
整備

 同左（継続）

 同左（継続）

（管理者）
 国家座標での管理により、工程間・地
域間の障壁が消え、自動処理が可能
（ICT施工等の普及に貢献）

 ３次元の位置を統一的な基準で一意に
特定する基盤を確立することにより、
工程間等における情報流通の円滑化が
図られ、管理者の高度な施設管理、分
野間のデータ連携を実現
（令和4年度～）

 国家座標を利活用するための共通基盤を順次構築・拡充し社会実装

統一座標での管理によりICT施工等に貢献衛星のみによる測位では位置のズレが発生

Before After

不十分な精度
地殻変動の影響
位置の基準の不統一

位置合わせに人手とコ
ストを要し、データの流
通が進まない

他者の作ったデータの位
置が自らのデータと整合

人手やコストを要さずに
自動処理が可能

データ流通が促進

国家座標認証に係る指針の策定、航空重力測量、地殻変動補正システ
ムの運用、民間等電子基準点活用の充実等により、調査・測量、設計、
施工、維持管理の各段階の位置情報が確実に整合し、データ流通が促
進される。

概要

国家座標 https://www.gsi.go.jp/sokuchikijun/datum-main.html#p9 

国家座標の認証に係る指針
https://www.gsi.go.jp/common/000238043.pdf

航空重力測量 https://www.gsi.go.jp/buturisokuchi/grageo_ags.html 

地殻変動補正システム https://positions.gsi.go.jp/cdcs/

民間等電子基準点活用
https://www.gsi.go.jp/eiseisokuchi/eiseisokuchi41012.html#PCORS

3-6 デジタル化・リモート化のための位置情報の共通ルール（国家座標）の推進

国家座標の認証に係る指針 航空重力測量

地殻変動補正システム 民間等電子基準点活用

国家座標
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

衛星測位を活
用した高精度
の遠隔操作・
自動化水中施
工システムの
開発

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-7 衛星測位を活用した高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムの開発

港湾・海岸工事
における衛星測
位を活用した高
精度の遠隔操
作・自動化水中
施工システムに
よる潜水士の負
担軽減、安全性
向上

 同左（継続）

 同左（継続）

 水中施工機械等の位
置を高精度かつリア
ルタイムに測定する
技術の開発

 水中施工機械の遠隔
操作技術の開発

 水中施工システムに関
する各種要領の検討
（令和6年度～）

（施工者）
 水中施工の遠隔化・無
人化による潜水士負担
軽減、安全性向上
（令和6年度～）

 海象条件によらない現
場施工の実現による港
湾・海岸工事の効率化、
工期短縮
（令和6年度～）

Before

潜水士による水中施工 水中施工の遠隔化・無人化

▶ 海象条件が悪い日は、潜水士による水中施工は不可
▶ 水中での測位精度が低いため、水中施工機械の操作には潜水士が必要

衛星と水中音波による測位技
術を組み合わせることで、水
中施工機械の位置を高精度
かつリアルタイムに測定

衛星測位

技術開発成果のイメージ

水中施工機械等を表示したモニターにより、
船上で遠隔操作が可能に

After

潜水士：施工精度の確認

丁張り（水糸）

現状の水中施工機械導
入
（沖縄等濁りの無い海域のみ可能）
※潜水士が必要

▶ 水中施工機械の遠隔化・無人化により海象条件に左右されない水中施工を実現
▶ 遠隔化・ 無人化による潜水士の負担軽減、安全性の向上

潜水士：
施工機械の操
作

潜水士の目視により、
施工精度を確保

水中音波
による測位

港湾におけるi-Construction
https://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html

 準天頂衛星を含む衛星測位（RTK-GNSS測位システム）と音波による水中測位技
術と水中施工機械の遠隔操作技術を組み合わせることにより、海象条件によらず利
用可能な高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムを開発する。

 高精度の遠隔操作・自動化水中システムの活用により、水中施工の遠隔化・無人化
を実現する。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

５Ｇを活用し
た無人化施工
による災害復
旧の迅速化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-8 ５Ｇを活用した無人化施工による災害復旧の迅速化

５Gを活用した
無人化施工を災
害復旧現場に実
装し、大容量・
低遅延・多数接
続の有用性を活
かすことで、災
害復旧を迅速化
するとともに確
実性を向上

 現場実証試験（除石
工）を実施（継続）

実証試験結果のまと
め
実証試験の拡大検討

 現場実証試験（除石
工）を実施

 ５Gを活用した無人
化施工の手引き
（案）を策定し、現
場実装

 現場実証試験（複数
工種）を実施し、手
引きのフォローアッ
プ・改定

災害復旧事業の迅速
化に伴う地域の安全
性の早期向上

（管理者）
災害復旧の迅速化お
よび確実性の向上

（施工者）
遠隔からの操作のた
め、非接触・リモー
ト型の働き方が可能

「労働環境の改善」や「建設作業の省人化」により、働き手の減少を
上回る生産性の向上を図る必要。

 砂防事業においては、無人化施工の高度化により生産性・安全性の向
上を推進。

概要

大容量・低遅延・多数同時接続の特性をもつ5Gを活用し、無人化施工の生産性
を向上。

現在の４Gを使用する無人化施工では、通信容量の不足、通信の遅延、同
時接続機器数の制限等により、視認性、操作性等が悪く、生産性に課題が
ある。

４Gを使用する無人化施工 ５Gを使用する無人化施工

Before After
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河川、砂防、
海岸分野にお
ける施設維持
管理・操作の
高度化・効率
化
（河川）

 遠隔監視・操作化に
関するガイドライン
等の検討

 航空機等を用いた河
川の点群データ取得

 三次元河川管内図を
整備、三次元河川管
内図を活用し維持管
理の高度化、効率化
を推進

 排水機場等の遠隔監
視・操作化を推進、
遠隔監視・操作化に
より排水作業の確実
性を向上

 ガイドラインの策定

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-9 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（河川）

排水機場等の遠
隔化や三次元
データ等のデジ
タル技術を活用
した維持管理の
高度化・効率化

（管理者）
 河川管理施設の遠隔化が可能（監
視・操作）

 三次元点群データの活用により河川
管理・砂防施設管理の効率化、分析
の高度化を実現

 排水機場等の遠隔監視・操作化により排
水作業の確実性を向上し、地域の治水安全
度を向上（令和3年度～）

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【２ケタ】
（取得データ間隔）

排水機場、水門、樋門・樋管の遠隔監視・操作化の実施により、緊急
時においても排水作業が可能な体制を確保

三次元データを活用した河川維持管理の実施による面的な地形状況の
把握、砂防関係施設の点検手法の開発

概要

・現地で操作する必要があり、大規模出水時には操作ができない可能性
・従来の縦横段測量は２００ｍピッチで人が踏査していたため、現地作業
に時間を要するとともに、取得したデータは地点ごとの線データ。
・砂防関係施設は狭隘な山間部にあり、点検に時間を要し危険も伴う。

人が現地で目視点検・操作、計測

遠隔監視・操作化によ
り、緊急時においても
排水作業が可能

河川管理施設の遠隔化（監視・操作）

三次元点群データの活用による河川管理・砂防施設管理

現地で施設の点検、操作 ２００ｍピッチで人が踏査、計測

・三次元点群
データを可視
化し、現状把
握や状況分析、
対策検討。

＜三次元河川管内図イメージ
＞

・航空機等を用
いた点群測量
により、現地作
業の効率化、
調査・分析の高
度化

・３次元データ活用による砂防関係施設の状態変化の評価方法の開発

（排水機場の遠隔化イメージ）

Before After

河川管理用三次元データ活用マニュアル
https://www.mlit.go.jp/river/shishin_gui

deline/kasen/pdf/3jigen_manual.pdf

防災・減災、国土強靱化のための５か
年加速化対策 各対策毎の概要
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/koku

do_kyoujinka/5kanenkasokuka/pdf/ka

kutaisaku4.pdf
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質
や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/k

etachigaiDX/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kasen/pdf/3jigen_manual.pdf
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/5kanenkasokuka/pdf/kakutaisaku4.pdf
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

河川、砂防、
海岸分野にお
ける施設維持
管理・操作の
高度化・効率
化
（砂防）

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-10 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（砂防）

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【１ケタ】
（施設点検に要する
日数1日→0.5日）

 UAVレベル3自律飛
行のためのマニュア
ル作成

 UAVレベル3自律飛
行による砂防施設点
検ルート検討、基礎
データ等の取得

 同左（継続）

 UAVレベル3自律飛
行による砂防施設点
検の試行・検証、実
装

（管理者）
 砂防施設点検の効
率化を図ることで、
点検に係る生産性
が向上

 UAV目視外自律
飛行（レベル３
飛行）技術を活
用した、砂防施
設の維持管理の
効率化・高度化

 UAV目視外自律飛行（レベル３飛行）技術を活用し、点検箇所までの
アクセス時間の軽減や点検作業に係る安全性を向上することで、砂防
施設点検に係る作業効率性の向上を図る。

概要

Before After

人力による砂防施設点検 UAV目視外自律飛行による砂防施設点検

UAV目視外自律飛行技術の活用を図り、点検箇所までのアクセス時間の軽減、人力
によらない点検作業に置き換えることで、点検作業の安全性、生産性の向上を図る。

砂防関係施設は狭隘な山間部に位置していることが多く、危険な現場条件下での
点検作業であるため、安全性や作業効率の低さに課題がある。

UAV

UAVによる点検作業人力による点検作業

点検者

UAV の自律飛行による砂防関係施設の自動巡視・点検に関する手引き
https://www.kkr.mlit.go.jp/kiisankei/center/img/uav_guidance02.pdf
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html

https://www.kkr.mlit.go.jp/kiisankei/center/img/uav_guidance02.pdf
https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

河川、砂防、
海岸分野にお
ける施設維持
管理・操作の
高度化・効率
化
（海岸）

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-11 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（海岸）

流域治水ケタ違い
DXプロジェクト

【１ケタ】
(海岸線延長)

（管理者）
 海岸侵食の兆候を
いち早く把握する
ことで、必要な対
策の早期着手を実
現

「予測を重視し
た順応的砂浜管
理」を実施する
ことで、砂浜の
もつ消波機能の
維持や砂浜の利
活用を促進

 衛星画像から海岸線
を抽出するプログラ
ムの開発

 同左  衛星画像を活用した
海岸線モニタリング
を実施

衛星画像を活用した海岸線モニタリング技術を実用化し、全国の海岸
の長期的なモニタリングに向けた運用を開始する。

概要

Before After

■衛星画像を活用した海岸線の抽出事例

N

※複数の同アングルの衛星画像から海岸線を抽
出し、１枚に重ね合わせたもの

■人力等による海岸線測量の状況

・時間、費用がかかり、

広域、高頻度に測量できない

・衛星画像を活用することで広域、高頻度が可能

・画像認識技術を活用することで、コスト削減が可能
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流域治水ケタ違いDXプロジェクト
※デジタル技術や新技術を活用し、防災・減災対策の質や生産性を飛躍的に向上させる取組

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html

https://www.mlit.go.jp/river/gijutsu/ketachigaiDX/index.html


上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

下水道のデジ
タルトランス
フォーメー
ション

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-12 下水道のデジタルトランスフォーメーション

 遠隔監視制御
システムのマ
ルチベンダー
化による下水
道維持管理業
務の効率化・
高度化

 同左（継続）

 実証範囲の拡大

 技術実証・検証の
実施（セキュリ
ティ、各社互換性
等に関する実規模
実証）

 同左（継続）

 実証実験まとめ

 ガイドライン作
成・公表

 全国へ展開

（管理者）
 遠隔監視制御によ
る複数施設の広域
管理による業務効
率化

 各施設の維持管理
業務の共同化によ
り省力化やコスト
縮減を実現

下水処理場等の監視制御システムの仕様は製造者ごとに異なり、シス
テム間の互換性が無いのが現状。

下水道施設の広域化・共同化を推進し、維持管理業務を効率化するた
め、システムの大規模な改修を行わず、各処理場のシステムに互換性
を持たせる技術の開発、標準化を実施。

概要

各施設の監視制御システムの仕様は製造者ごとに異なるため、シ
ステム間の互換性が無く、施設ごとの維持管理が必要。 各施設の維持管理業務の共同化により省力化やコスト縮減が可能。

遠隔監視制御による複数施設の広域管理監視制御は現場で対応（遠方で確認できるのは故障警報のみ）

Before After

ICTを活用した下水道施設広域管理システムに関する実証事業
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001401726.pdf
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

危機管理型水
門管理システ
ムの開発

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-13 危機管理型水門管理システムの開発

現地操作が基本である水門操作において、異なる施設管理者間での通
信規格の統一化など、水門等の操作状況等を一元監視する機器管理型
水門管理システムの開発、普及を目指す。

概要

・出水時における水門操作は、操作員が機側等で対応し、水門開
閉状況は施設管理者が集約。

・施設管理者が異なると水門の開閉状況が一元的に把握できない。
・停電時は水門の開閉状況が把握できない。

流域として河川管理を行うには、施設管理者が異なる河川管理施設の情報共有が
必要。

異なる施設管理者の水門は、開閉状況の把握が困難

・LPWA等の新技術を活用し、水門開閉状況の確実な入手。
・複数の施設管理者を跨いだ広域的な施設監視。
・停電時においても水門の開閉状況が把握できる。

広域的な防災対応能力の強化[施設管理の高度化]

一元監視のシステム(イメージ) 一元監視の実施状況(イメージ)

Before After

 施設管理者を跨
いだ水門等の操
作状況等を一元
監視する事で、
防災対応能力を
強化

 ①同左（継続）

 ②同左（継続）

 システム設計、ガ
イドライン等の検
討・とりまとめ

 ①危機管理型水門
管理システムの開
発

 ②機械設備におけ
る水系一体となっ
た監視に向けた検
討

 同左（継続）
 システム構築
 ガイドラインの

策定

（管理者）
 施設管理者を跨いだ
水門等の操作状況等
を一元監視する事で、
広域的な防災対応能
力を強化

（令和7年度～）
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

建設施工にお
ける自動化、
自律化の促進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-14 建設施工における自動化、自律化の促進

従来は人が建機に搭乗し操縦することで機械施工を行ってきたところ、
機械の自動化・自律化の導入による飛躍的な省人化、生産性向上を図
るべく、安全の標準ルールや技術指針等を提案する。

土木研究所と連携し協調領域の設定、必要な技術基準を整備する。

概要

Before After

従来型建設機械による施工

建機1台につき搭乗するオペレータ1人に加え、
丁張りをかける人員が必要

自動化建設機械による施工

！

自動化建機と遠隔化建機の組合せで1人で複数の建機を稼働
3次元設計データを活用することで丁張りも不要

担い手不足が深
刻化している建
設分野の生産性
向上に向け、建
設機械が自動で
施工する建設現
場を実現し、作
業員やオペレー
タを大幅に減少
させる。

 安全の標準ルールの
策定

 協調領域の設定

 自動化・自律化機械
技術指針

 国内外の技術動向調
査

 建設機械施工の自動
化・自律化協議会を
設置

 施工場面を変えた安
全の標準ルール整備
を継続

 技術基準整備（安全、
施工管理、積算等）

（自動化・自律化建機の開発者）
 直轄の工事現場における自動化・
自律化建機の技術実証が可能

（施工）
 実施工現場での自動・
自律施工を実施

建設機械施工の自動化・自律化技術
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_con

stplan_tk_000049.html
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

AI・ロボット
等革新的技術
のインフラ分
野への導入

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-15 AI・ロボット等革新的技術のインフラ分野への導入

これまでインフラ点検の効率化を目指し、ドローン等ロボットの導入
を図ってきた。

本施策では、更なる効率化を目指し、人の判断を支援するAIの開発を
促進するため、損傷サンプル画像の提供や開発されたAIの評価を行う
「AI開発支援プラットフォーム」を設置する。

概要

Before After

ロボットによる人の「作業」の効率化

インフラの点検画像をロボットにより取得し、作業を効率化
→一方、損傷・変状の抽出・判定は人力で行っている

AIによる人の「判断」の効率化

・画像取得
・損傷抽出
・調書作成

AIが損傷部分を推定し、画像を抽出
→抽出された画像のみ、人が判定を行う

点検技術者の判
断を支援する
AI・ロボット等
革新的技術を導
入し、インフラ
点検の効率化・
省人化を実現

 インフラ点検AI開発
支援プラットフォー
ムの設置及び自立的
な運営

 インフラ点検AI開発
支援プラットフォー
ム開設に向けた検討

 教師データの保護方
法、評価後方法

 同左（継続）
 新たな施設点検、損

傷に対応したAI開発
に向けた取組み

（点検AI開発者）
 ターゲットを明確にした段階的なAI開発
が可能

 教師データのサンプル受領、及び開発し
たAIの特性に応じた評価を受けることが
可能

（点検業者）
統一された評価により用途に応じた点検AI
を選択することが可能

点検AIを使った損傷推定により、点検が効
率化

AI開発支援プラットフォームの開設準備ワーキング・グループについて
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_0

00034.html
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

建設施工にお
ける人間拡張
に係る技術開
発・導入の促
進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-16 建設施工における人間拡張に係る技術開発・導入の促進

人力施工には身体負荷の大きい作業もあり、苦渋・危険作業を伴う場
合もあるため、パワーアシストスーツ等人間拡張技術の導入による負
荷軽減等作業の効率化を図るため、現場実証を行い実施要領等を整備
する。

概要

Before After

熟練技能者による身体負荷の大きい施工

現在の工事品質を確保するためには、経験と技能継承のため、人材
定着が必要。そのためには苦渋・危険作業の低減が求められる。

パワーアシストスーツ等人間拡張技術を活用した施工

パワーアシストスーツを活用したガレキ撤去のイメージ

パワーアシストスーツに
よる作業負荷の軽減

（人間拡張技術の開発者）
 直轄の工事現場における現場実証が可能
 建設現場に適した製品開発、改良が可能

（施工者）
 ｳｪｱﾗﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽの
導入による作業員
の体調管理により、
高齢者や女性労働
者等が活躍できる
職場環境を実現

 人間拡張技術
により、高齢
者、女性労働
者等の身体負
荷の軽減や視
覚・判断の補
助を実現し、
生産性向上、
働き方改革を
実現

 同左

 ｳｪｱﾗﾌﾞﾙﾃﾞﾊﾞｲｽの
導入効果検証

 現場導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
策定

 産学官協議会によ
り人間拡張技術導
入のあり方、ロー
ドマップの検討

 ﾊﾟﾜｰｱｼｽﾄｽｰﾂの導入
効果検証

 現場導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
策定

 産学官協議会によ
り人間拡張技術導
入のあり方、ロー
ドマップのフォ
ローアップ

 ﾒﾀﾊﾞｰｽ（3次元仮
想空間）を活用し
た視覚技術の導入
検討、効果検証

 現場導入ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
策定

（施工者）
 ﾊﾟﾜｰｱｼｽﾄｽｰﾂの導
入による作業負荷
の軽減により、高
齢者や女性労働者
等が活躍できる職
場環境を実現

（施工者）
 ﾒﾀﾊﾞｰｽを活用した
視覚技術の導入に
よる人力作業の支
援により、生産性
向上を実現

建設施工におけるパワーアシストスーツ導入に関するWG

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_con

stplan_tk_000036.html
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

AI・ICT・新
技術の導入に
よる道路の点
検・維持管理
の高度化・効
率化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-17 AI・ICT・新技術の導入による道路の点検・維持管理の高度化・効率化

 AI・ICT・新技
術の導入により
道路の点検・維
持管理を高度
化・効率化

 同左（継続）
現場実証の拡大
導入機器の維持更新

 新たな技術の導入
実証結果の検証

※CCTV画像からの
異常自動検知、
除雪作業等維持作業
の自動化

 同左（継続）
データに基づくオペ
レーション最適化
異状事象の早期発
見・処理

（管理者）
 異常事象の見落と
し等のヒューマン
エラー防止

（施工者）
 維持修繕作業の省
人化・効率化

 異常事象の早期発見・早期処理による施
設利用者の安全性向上（令和4年度～）

 ICT施工を推進するとともに、構造物点検や日常の維持管理の高度化・
効率化を実現。

デジタル化を通じて、日常の維持管理に係る業務プロセスを抜本的に
見直し、異常処理のリードタイムや規制時間などのデータに基づくオ
ペレーションの最適化を図り、異状事象の早期発見・早期処理を実現。

概要

・ 作業の省人化・効率化と安全性の向上
・ 操作者の熟練度によらない作業結果

Before After

維持管理に係る業務は、手作業中心 デジタル化による、作業の省人化・効率化を実現

従来型のメンテナンスオペレーション体制

P L A N
維持・修繕計画

【課題】

・ 巡回結果作成手間
・ パトロール・モニターの見落とし
・ 異状発生時の事象・映像伝達の遅れ

【課題】

・技術者・技能者不足
・操作者の熟練度に依存

・データを活用し、施設補修計画を
効率的に作成し、意思決定を円滑に
行う環境の実現

プラット
フォーム

基盤地図
＋各種データ
（維持管理、交通、地
形・気象等）

P L A N
維持・修繕計画

A C T I O N
維持・補修作業

目指すメンテナンスオペレーション体制

・ 情報の共有による
緊急時対応の迅速化

・ 異常事象見落とし等の
ヒューマンエラーの防止

停止車両を自動検知

C H E C K
巡視・監視・点検

【課題】

・ 補修計画を立案にするための労力大。
・ 資料検索に時間を要す。
・ 多角的な根拠に基づいた意思決定がしづらい

C H E C K
巡視・監視・点検

A C T I O N
維持・補修作業
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

３次元点群
データを用い
た鉄道施設点
検システムの
開発

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-18 ３次元点群データを用いた鉄道施設点検システムの開発

鉄道施設の保守
点検の省力化・
効率化に資する
新技術の導入に
より、保守作業
員の働き方改革
を図るとともに、
点検の機械化に
よる精度を向上
(バラつきの解
消)

 同左（継続）
 計測精度・速度の向

上
 簡易的な点群計測機

器の開発

 実証実験
 レーザーによるトン

ネル覆工面のひび割
れの検出に係る試験

 実用化
 低コスト化
 地方鉄道含む鉄道事

業者への展開

 地方鉄道等維持に
よる利便性の確保

（鉄道事業者）
 夜間作業の効率化
に伴う保守作業員
の働き方改革

 鉄道施設等の効率
的な維持管理
（令和5年度～）

Before

巡視による保守点検
○列車運行の合間や列車運行のない夜間など、時間
的制約がある中で実施。

トンネル内の目視点検・打音調査の様子 ３次元点群データによる変状の検出例

レーザースキャナー

After

レーザーから取得される３次元点群データの活用
○夜間はデータ取得に専念し、日中は取得したデータ
の確認を行うなど、時間的制約がある中で保守点検
を効率化。

データ計測車両

※道路用のデータ計測車両を鉄道台車に搭載し、けん引

データ
処理

トンネル等の鉄道施設の保守点検は巡視により行われているが、計測
車両等に搭載したレーザーから取得される３次元点群データの活用に
より、トンネル等における変状検出や異常箇所の早期発見等を可能と
するシステムを開発し、効率的な保守点検を目指す。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

ITやセンシン
グ技術等を活
用したホーム
転落防止技術
等の活用促進

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-19 ＩＴやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術等の活用促進

 視覚障害者の
駅ホームでの
転落事故を未
然に防ぎ、駅
ホームでの更
なる安全性向
上を実現

 同左（継続）
 とりまとめを踏ま

えた開発・導入状
況等のフォロー
アップ

 関連技術の開発・
実証実験

 ITやセンシング技
術等を活用した
ホーム転落防止技
術等の実用化・普
及に向けた検討

 検討結果のとりま
とめ

 同左（継続）
 同左（継続）

 駅ホームでの視覚障害者等の安全性の確保

After

ITやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術等の
活用
○視覚障害者の検知を駅係員に通知することによる転落事
故の未然防止や、視覚障害者を安全に誘導。

カメラ
画像認識AIサーバー

（白杖・車椅子検知モード）
改札口

通知用パソコン

駅務室

駅係員（事務所執務）

お手伝い・
お声掛け

改札口のカメラの映像から白杖をAIで認識し、
駅係員へ通知。障害者の元に駆けつけ介助を
行う（令和２年６月より近鉄で実証実験中）

警告ブロックに貼付したQRコードをスマホで

読み取り、専用アプリによる音声案内で誘導ブ
ロック上を安全に誘導（令和３年１月より東京
メトロで実用化）

直進3m

です

Before

駅係員による視覚障害者の介助
○駅係員が気づかなかったり、視覚障害者が介助自体を
遠慮する等により、転落事故の件数が減らない状況。

視覚障害者の転落及び接触事故件数の推移

（注）
・自殺等故意に列車等に
接触したものは含まれ
ない。
・ホームからの転落件数
は、プラットホームから
転落したが人身障害事
故とはならなかった件
数。
・接触事故件数は、列車
又は車両の運転により
人の死傷を生じた事故
（人身障害事故）の件数
をいう。
（鉄道事故等報告規則
第３条第１項第六号）

2 3 1 0 2 0 3 2 3 5 3
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ホームから転落後の接触事故件数（視覚障害者）

ホームからの転落件数（視覚障害者）
（ホームから転落後、人身傷害事故となった件数を除く）

新技術等を活用した駅ホームにおける視覚障害者の安全対策検討会
https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr7_000032.html

駅ホームにおいて駅係員が視覚障害者の介助を実施しているが、国が
設置する有識者検討会において、新技術の活用等による駅ホームにお
ける視覚障害者の安全対策について検討を行っており、検討結果を踏
まえITやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術等の活用を
促進する。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

鉄道における
自動運転技術
の検討

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-20 鉄道における自動運転技術の検討

 一般の鉄道に
おける自動運
転の導入によ
り、鉄道事業
者の将来的な
運転士不足へ
の対応を図る
とともに、鉄
道事業を維持
（特に地方鉄
道）すること
で、利用者の
利便性を確保

 同左（継続）

 とりまとめを踏ま
えた開発・導入状
況等のフォロー
アップ

 一般の鉄道におけ
る自動運転技術の
検討

 検討結果のとりま
とめ

 同左（継続）

 同左（継続）

（鉄道事業者）
 運転士不足への対
応・鉄道事業の維
持

 地方鉄道等維持に
よる利便性の確保

Before After

自動運転の導入
○踏切がある等の一般の鉄道における自動運転の導入によ
り、運転免許を持たない係員による列車運行や係員なしで
の列車運行が可能となり、運転業務を効率化・省力化。

運転士による列車運転

運転士による列車運行
○将来的な運転士不足、鉄道事業の維持（特に地方鉄道）
が課題であり、鉄道の自動運転は、人等が容易に線路内
に立ち入ることができない新交通では実現しているが、踏
切がある等の一般の路線では安全・安定輸送の観点か
ら導入されていない。

係員の添乗による自動運転

※走行中は左手を緊急
停止ボタンに添えるの
み。（右手は姿勢安定
のための取っ手）
※図は、JR九州香椎線

における実証運転の
様子であり、実証運転
中のため、運転士が
操作。

※運転士が、左手でマ
スコンハンドル（アクセ
ルに相当）、右手でブ
レーキハンドルを操
作。

鉄道における自動運転を導入する場合の技術的要件の検討
https://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_fr7_000027.html

運転免許を持つ運転士による列車運行が行われているが、国が設置す
る有識者検討会において、踏切がある等の一般の鉄道での自動運転に
おける技術的要件について検討。検討結果を踏まえ自動運転の導入を
目指す。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

空港管理車両
による簡易舗
装点検システ
ム

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-21 空港管理車両による簡易舗装点検システム

簡易舗装点検シ
ステムを活用し
た更なる予防保
全の実施と業務
の高度化による
職員の負担軽減

 同左（継続）

 羽田B,D滑走路：
本格運用

 同左（継続）

 羽田A,C 滑走路：
本格運用

 羽田B,D滑走路：
データ取得

 他国管理空港への導
入の検討

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

 他国管理空港での本
格運用

（管理者）
 路面状態の可視化による現場支援、業務の高度化、効率化

Before

・空港における滑走路、誘導路等の点検について、従来
の手法では点検者がひび割れや路面の凹凸を発見する
ごとに、長さや幅を手作業で撮影、記録している

＜わだち掘れ計測＞

＜ひび割れ計測＞

＜拡大＞

目視・手作業による点検

•空港管理車両に簡易舗装点検システムを備え
ることで路面状態の簡易な計測・記録、変状の
識別、可視化により現場を支援すると共に、点
検データを分析し、適切な時期・手法による空
港舗装の予防保全につなげることで施設の長
寿命化やコスト縮減を図る。

After

滑走路舗装面上に投影

• 従来の手法では把握できない細かなひび割
れや傷を認識、高精度の劣化予測が可能

• 更新範囲等の精度向上により、従来以上に
計画的な補修、改良コストの低減等に寄与

LED照明、舗装面撮影

◆導入効果

簡易舗装点検システムによる点検の高度化・効率化

•前回の点検で発見した不具合箇所（ひび割
れ等）を舗装面上に投影

•滑走路・誘導路の点検時に走行するラインを
舗装面上に投影

滑走路等の舗装点検において、ICT技術の活用により、ひび割れの変状
等を自動検出、測定、記録し、データ分析を行うことで、劣化予測の
高精度化、補修・改良コストの低減等を実現し、生産性の向上と施設
の長寿命化を図る。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

空港における
草刈工の自動
化施工

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

 大型草刈機の
自動走行によ
る業界の担い
手不足の解消
と業務の高度
化

 同左（継続）

 同左（継続）

 国管理空港に自動
化施工を行う大型
草刈機を順次導入
し、本格運用

 地方管理空港等へ
の導入を促進

 同左（継続）

 同左（継続）

（管理者）
 空港における草刈作業の省人化・自動化による、担い手不足の
解消と作業精度・安全性の向上

Before After

・大型草刈機の操作をオペレータにより実施
・担い手不足に課題あり
・オペレータの大型草刈機操作による事故等の可能性を内包

◆導入効果

無人大型草刈機運転 [２台/人]タブレット操作 [ON/OFFのみ]

自動化施工（省人化実現）により
・建設業の担い手不足の解消、生産性の向上
・作業精度、安全性の向上 が図られる

自動化作業対象外自動化作業対象

梱包作業 積込・運搬作業

ＧNSS衛星

オペレータによる大型草刈機の操作 無人大型草刈機による作業の省人化

大型草刈機の操作を、オペレータによるものから、ＧＮＳＳ等を活用
した自動走行にすることで、草刈作業の省人化を実現する。

概要

集草作業草刈作業
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

空港除雪の省
力化・自動化

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-23 空港除雪の省力化・自動化

 空港除雪作業
の省力化・自
動化による業
界の労働力不
足の解消

 空港除雪の省力
化・自動化に向け
た実証実験

 実用化に向けた運
用ルール、車両の
仕様の検討

 省力化について、
特定エリア・特定
車両で一部導入

 自車位置測定装置
の除雪車実装によ
る実証実験

 同左（継続）

 同左（継続）

 同左（継続）

（管理者）
 空港除雪作業の省力化・自動化よる、労
働力不足の解消
（令和4年度～）

After

ＧＰＳ

Before

○省力化の取組

・オペレータ（車両運転・作業装置の操作）と助手（安全確認）
の２名体制で作業を実施している。
・空港の除雪作業は、迅速に広範囲を除雪することが要求さ
れるため、作業車両の台数も多く、一度に多くの作業員が必
要となる。

・衛星などを使用した自車位置測定装置やガイダンスシステムを
装着することで、助手が必要なくオペレータのみの１名体制へ
・１名体制になることで、大幅な労働力不足の解消につながる。

１車両２名体制での作業 自車位置測定装置等による作業の省力化

空港除雪の省力化・自動化に向けた実証実験検討委員会
https://www.mlit.go.jp/koku/koku_tk9_000038.html

除雪車両の位置を測定する技術を活用した除雪支援システム等を導入
し、２名体制から１名体制へ省力化するとともに、除雪装置の操作や
除雪車両の運転の自動化に取り組む。

概要
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除雪現場の生
産性・安全性
向上
「i-Snow」

 実証実験の継続
フィールドの変更等

 前年度実証実験結
果のまとめ

 実証実験を終えた
フィールドより実
働配備を開始

 吹雪時の映像鮮明
化技術の配備拡大

 実証実験の継続
作業操作装置の自動化
安全技術の確認
衛星不感地帯対策検討
等

 実働配備準備

 吹雪時の映像鮮明
化技術については
先行して実働配備
を開始

 実働配備の拡大

 実働配備後の課題
改善検討

 自動化車種の拡大
検討

 吹雪時の映像鮮明
化技術の配備拡大

上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表 目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-24 除雪現場の生産性・安全性向上「i-Snow」

 新技術の活用に
より除雪現場の
生産性・安全性
の向上を図り、
人口減少や高齢
化が進む中に
あっても、冬期
道路交通の確保
に不可欠な除雪
サービスを維持

 吹雪時の車両運
転支援により、
除雪作業の継続
が可能となり、
天候回復後速や
かに通行再開が
可能となること
で、吹雪による
通行止め時間を
短縮

（施工者）
 機械操作の自動化による除雪作業のワンマン化
 熟練オペレータの技術・経験に左右されない除

雪機械操作の一定の安全性・精度の確保
 吹雪時の除雪作業の継続
（令和4年度～）

（管理者）
 除雪の生産性・安全性向上による天候回復後の速

やかな通行再開に寄与
（令和4年度～）

 除雪の生産性・安全性向上による除雪サービス
の維持、吹雪による通行止め時間の短縮
（令和4年度～）

Before

除雪現場の生産性・安全性向上

熟練オペレータ
による

• 車両運転
• 走行位置の把握
• 作業装置操作

オペレータ
による

• 車両運転

道路構造や沿道状況を熟
知した熟練オペレータと助
手の
２名体制が必要

助手 による

• 作業装置操作
• 安全確認

衛星による走行位置の把握や
作業装置操作の自動化等により、
ワンマン化

After

熟練オペレータを含めた2名体制で除雪しているが
人手不足や技術継承が課題

機械操作の自動化により作業員1名で安全に除雪作業が可能となり
人口減少下でも必要な除雪サービスを維持

吹雪による通行止め時は除雪作業が困難であり

天候回復後に除雪作業を行うため
通行止めが長期化

吹雪時は除雪作業が困難

吹雪時の車両運転支援により除雪作業の継続が可能となり
天候回復後速やかに通行を再開 処理後

映像鮮明化技術により
車載モニターで周辺状況を確認

処理前

i-Snow
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat0000010dmm.html

除雪機械の熟練オペレータの減少や異常気象による冬期通行止めの発
生に対応し、機械操作の自動化
や吹雪時の車両運転支援による除雪現場の生産性・安全性向上を目指
した実証実験を実施。

機械操作の自動化は令和４年度以降、吹雪時の車両運転支援は令和３
年度に実働配備を開始。

概要
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上記の取り組
みにより、利
用者目線で実
現されるもの

工程表

堤防除草の自
動化~ＳＭＡ
ＲＴ-Ｇrａｓ
ｓ~

目指す姿令和５～７年度令和４年度令和３年度（現在）

3-25 堤防除草の自動化 ~ＳＭＡＲＴ-Ｇrａｓｓ~

 自動運転の実
現による河川
堤防除草作業
の省力化

 自動出来形計
測による施工
管理および監
督・検査の効
率化

 河川管理施設
の効率的な機
能維持による
治水安全度の
確保

（施工者）
 1人で複数台の自動

機械を操縦すること
で除草作業の省人
化・効率化

 施工管理の効率化
（令和5年度～）

（管理者）
 監督・検査の効率化
 河川管理施設の機能

維持による治水安全
度の確保に寄与
（令和5年度～）

 同左（継続）
 自動運転フィール

ド実験
 技術評価・改良

 民間企業等との連
携による除草作業
の技術開発

 自動運転技術開発
 自動出来形計測・

書類自動作成の技
術開発

 運用開始（試行）
 技術評価・改良
 運用マニュアル整

備

 運用拡大

Before After

トラクターモア

ハンドガイド

現在行われてる堤防除草

遠隔式大型除草機

・出水期前の限られた時期に広
範囲の堤防法面を除草するた
めの人員の確保が必要

・除草の出来形資料作成（刈り
高の確認と面積計測）に労力と
時間がかかる

ICTを活用した堤防除草の自動化のイメージ

・自動運転の実現による除草作業の省力化
・自動出来形計測による作業の効率化

1台につき1人以上を要する運用、出来形を別途計測 自動運転により1人で複数台を運用、出来形を自動計測

SMART-Grass
https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001xynt.html

 勾配の緩やかな堤防が多い北海道特有の環境を活かし、大型自動機械による堤防除
草の自動化を推進。

 これまで、除草自動化技術の検討、試験用実機の改造、出来形確認用展開図自動作
成技術の検討を行った。
今後は、試験地での実証試験、基準類の検討等を行い、堤防除草作業および建設現
場における生産性向上を図る。

概要
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No 個別施策名 担当部局 頁

２－１ 水害等リスク情報のわかりやすい３次元表示の推進 水管理･国土保全局 １１

２－２ 洪水予測の高度化による災害対応や避難行動等の支援 水管理･国土保全局 １２

２－３ 情報集約の高度化による災害対応の迅速化 水管理･国土保全局 １３

２－４ 河川、砂防、海岸分野における防災情報等の高度化 水管理･国土保全局 １４

２－５ 官民連携による流域の浸水状況把握・解消 水管理･国土保全局 １５

２－６ ３次元データを活用した災害復旧事業の迅速化 水管理･国土保全局 １６

２－７ マイ・タイムラインとスマートフォンなどデジタル技術の融合による避難行動支援 水管理･国土保全局 １７

２－８ 港湾における災害情報収集等に関する対策 港湾局 １８

２－９ マルチビームデータクラウド処理システムの構築 港湾局 １９

２－１０ 港湾整備BIM/CIMクラウドの構築 港湾局 ２０

２－１１ 道路分野におけるデータプラットフォームの構築と多方面への活用 道路局 ２１

２－１２ 人流データの利活用拡大のための流通環境整備 不動産・建設経済局 ２２

２－１３ 3D都市モデルの整備・活用・オープンデータ化の推進（Project PLATEAU） 都市局 ２３

２－１４ DXデータセンターの構築
国土技術政策
総合研究所

２４

２－１５ 公共工事執行情報の管理・活用のためのプラットフォーム構築に係る調査研究
国土技術政策
総合研究所

２５

２－１６ 建設事業各段階のDXによる抜本的な労働生産性向上に関する技術開発
国土技術政策
総合研究所

２６

２－１７ 施設の維持管理及び行政事務データの管理効率化に関する調査
国土技術政策
総合研究所

２７

２－１８ 官庁営繕事業におけるBIM活用による設計・施工の効率化 官庁営繕部 ２８

２－１９ 国土交通データプラットフォームの構築 官房技術調査課 ２９

２－２０ 工事書類のデジタル化に向けた検討 官房技術調査課 ３０

２－２１ インフラDXネットワークの整備 官房技術調査課 ３１

２－２２ BIM/CIM活用による建設生産システムの効率化・高度化 官房技術調査課 ３２

２－２３ バーチャル現場見学会による効果的・効率的な広報 道路局、水局等 ３３

No 個別施策名 担当部局 頁

１－１ 物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度等 道路局 ３

１－２ 河川の利用等に関する手続きのデジタル化による国民の利便性向上 水管理･国土保全局 ４

１－３ サイバーポート（港湾インフラ）の構築による港湾物流の効率化 港湾局 ５

１－４ 高速道路等の利便性向上 道路局 ６

１－５ 建設業許可等申請手続きの電子化による行政手続きの効率化 不動産・建設経済局 ７

１．行政手続のデジタル化

２．情報の高度化とその活用

索引



３．現場作業の遠隔化・自動化・自律化
No 個別施策名 担当部局 頁

３－１ デジタルデータを活用した配筋確認の省力化 官房技術調査課 37

３－２ 大学等とのオープンイノベーションによる技術研究開発の促進 官房技術調査課 38

３－３ 自律施工技術基盤の整備 土木研究所 39

３－４ 遠隔による災害時の技術支援 土木研究所 40

３－５ 建設DX実験フィールドを活用した基準整備・研究開発の推進
国土技術政策
総合研究所

41

３－６ デジタル化・リモート化のための位置情報の共通ルール（国家座標）の推進 国土地理院 42

３－７ 衛星測位を活用した高精度の遠隔操作・自動化水中施工システムの開発 港湾局 43

３－８ ５Ｇを活用した無人化施工による災害復旧の迅速化 水管理･国土保全局 44

３－９ 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（河川） 水管理･国土保全局 45

３－１０ 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（砂防） 水管理･国土保全局 46

３－１１ 河川、砂防、海岸分野における施設維持管理・操作の高度化・効率化（海岸） 水管理･国土保全局 47

３－１２ 下水道のデジタルトランスフォーメーション 水管理･国土保全局 48

３－１３ 危機管理型水門管理システムの開発
総合政策局
公共事業企画調整課

49

３－１４ 建設施工における自動化、自律化の促進
総合政策局
公共事業企画調整課

50

３－１５ AI・ロボット等革新的技術のインフラ分野への導入
総合政策局
公共事業企画調整課

51

３－１６ 建設施工における人間拡張に係る技術開発・導入の促進
総合政策局
公共事業企画調整課

52

３－１７ AI・ICT・新技術の導入による道路の点検・維持管理の高度化・効率化 道路局 53

３－１８ ３次元点群データを用いた鉄道施設点検システムの開発 鉄道局 54

３－１９ ITやセンシング技術等を活用したホーム転落防止技術等の活用促進 鉄道局 55

３－２０ 鉄道における自動運転技術の検討 鉄道局 56

３－２１ 空港管理車両による簡易舗装点検システム 航空局 57

３－２２ 空港における草刈工の自動化施工 航空局 58

３－２３ 空港除雪の省力化・自動化 航空局 59

３－２４ 除雪現場の生産性・安全性向上「i-Snow」 北海道局 60

３－２５ 堤防除草の自動化~ＳＭＡＲＴ-Ｇrａｓｓ~ 北海道局 61


